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第１章 教育委員会の点検及び評価について 

 

１ 点検及び評価の目的 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律が平成２０年４月１日から一部改正され、教

育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を

行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとともに、公表することとされ

ました。 

 また、点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用

を図るものとされました。 

 これにより、東大和市教育委員会では、本市における教育の基本方針に基づく令和 

２年度の主要施策や事務事業について、点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を

次のとおりまとめました。 

 

 
○ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 
第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に  
委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等
に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、
その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければなら
ない。 

 ２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する
者の知見の活用を図るものとする。 

 

 

 

２ 点検及び評価の内容 

（１）点検及び評価の対象 

① 令和２年度東大和市教育委員会の運営状況について 

② 令和２年度東大和市教育委員会の基本方針に基づく主要施策・事務事業について 

（２）点検及び評価の方法 

  ① 点検及び評価は、前年度の教育委員会の運営状況・主要施策等の取組状況（実績）

を明らかにするとともに、成果及び課題の方向性を示し、毎年度１回実施します。 

② 点検及び評価に当たっては、教育に関し学識経験を有する者の意見を聴取します。 

ア 定員 ３人（内２人は市民公募） 

イ 任期 ３年 

  ③ 点検及び評価結果を取りまとめた報告書を市議会へ提出するとともに、公表しま

す。 

（３）実績等の表示 

施策の取組状況（実績）については、必要に応じて数値で表すとともに、経年 

の変化がわかるように参考として平成３１年度の数値を［ ］で表しました。 
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第２章 東大和市教育委員会の運営状況について 

 
 東大和市教育委員会の権限に属する事務について、地方教育行政の組織及び運営に関

する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２６条第１項及び東大和市教育委員会教育長

に対する事務委任等に関する規則（平成２０年教委規則第７号）第２条の規定に基づき

東大和市教育委員会に提出し、審議しました。 

 
 
１ 教育委員会の開催状況 
 教育委員会については、原則として毎月１回教育委員会定例会を開催し、議案の審議

を行いました。 

 また、教育委員会定例会の他に、教育委員懇談会を開催しました。 

（１） 教育委員会定例会……１２回[１２回]、教育委員会臨時会…３回［１回] 

（２） 教育委員懇談会定例会…９回[８回]、教育委員懇談会臨時会…０回［０回]  

 

２ 教育委員会議等の審議状況 
（１） 教育委員会議（合計で５４件[６７件]について審議しました。） 

【内容区分】 

① 教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針………………８件[ ６件] 

② 委員会規則等の制定・改廃…………………………………………８件[１７件] 

③ 委員会・学校・教育機関の職員の人事……………………………２件[ ３件] 

④ 教育予算・議会の議決を経るべき議決の意見の申出……………９件[ ８件] 

⑤ 教育財産の取得・公用廃止…………………………………………０件[ ０件] 

⑥ 教科書の採択…………………………………………………………２件[ ３件] 

⑦ 学校給食の計画・基本方針…………………………………………２件[ ２件] 
⑧ 法令又は条例に基づく附属機関の委員等の委嘱・解嘱………２０件[２５件] 

⑨ 法令又は委員会規則等に基づくもの………………………………３件[ ３件] 
 

 ○第１回臨時会（令和２年４月２日） 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 28 号議案 
新型コロナウイルス感染症の拡大防止に伴う小・中

学校の対応について（承認） 
① 

 

○第４回定例会（令和２年４月２４日） 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 5 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ⑧ 

第 6 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ⑧ 

第 7 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ⑧ 

第 8 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ⑧ 

第 9 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ⑧ 

第 10 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ⑧ 

第 29 号議案 東大和市社会教育委員の委嘱について（承認） ⑧ 

第 30 号議案 
令和２年度東大和市社会教育関係団体連合体に対す

る補助金の交付に伴う諮問について（承認） 
⑨ 

第 31 号議案 
東大和市郷土博物館協議会委員の任命について（承

認） 
⑧ 
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第 32 号議案 
東大和市立公民館運営審議会委員の委嘱について

（承認） 
⑧ 

第 33 号議案 東大和市立図書館協議会委員の任命について（承認） ⑧ 

 

  ○第５回定例会（令和２年５月２７日） 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 11 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ① 

第 12 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ⑧ 

第 34 号議案 
東大和市立公民館運営審議会委員の委嘱について

（承認） 
⑧ 

 

 ○第２回臨時会（令和２年６月２日） 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 35 号議案 
東大和市立学校の管理運営に関する規則の一部を改

正する規則（可決） 
② 

 

○第６回定例会（令和２年６月２６日） 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 13 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ④ 

第 14 号報告 
令和２年度東大和市社会教育関係団体連合体に対す

る補助金の交付に伴う答申について（承認） 
⑨ 

第 36 号議案 
東大和市学校施設長寿命化計画（案）について（承

認） 
① 

第 37 号議案 
東大和市学校給食センター運営委員会委員の委嘱に

ついて（承認） 
⑧ 

 

○第７回定例会（令和２年７月２９日） 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 15 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ④ 

第 38 号議案 

東大和市立学校の適正規模及び適正配置等の方針

（案）及び東大和市立小・中学校再編計画（案）につ

いて（承認） 

① 

第 39 号議案 
東大和市立学校職員出勤簿整理規程の一部を改正す

る規程（可決） 
② 

第 40 号議案 
東大和市学校給食センター給食費に関する規則の一

部を改正する規則（可決） 
② 

 

 ○第３回臨時会（令和２年７月３０日） 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 41 号議案 
令和３年度使用東大和市立中学校教科書の採択につ

いて（承認） 
⑥ 

第 42 号議案 
令和３年度使用東大和市立小・中学校特別支援学級

用教科書の採択について（承認） 
⑥ 

 

○第８回定例会（令和２年８月２８日） 



- 4 - 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 43 号議案 
東大和市立学校職員服務規程の一部を改正する規程

（可決） 
② 

 

○第９回定例会（令和２年９月２５日） 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 16 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ④ 

 

 ○第１０回定例会（令和２年１０月２３日） 

   付議事件    なし 

 

○第１１回定例会（令和２年１１月２５日） 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 17 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ⑧ 

第 18 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ⑧ 

 

○第１２回定例会（令和２年１２月２３日） 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 19 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ④ 

第 44 号議案 
令和３年度東大和市学校運営協議会の設置について

（承認） 
⑨ 

第 45 号議案 
東大和市立図書館条例の一部を改正する条例に係る

意見の申出について（承認） 
④ 

 

○第１回定例会（令和３年１月２２日） 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 1 号議案 
東大和市障害者活躍推進計画（案）に対する意見に

ついて（承認） 
① 

第 2 号議案 
東大和市教育委員会における東大和市いじめ防止対

策推進基本方針（案）について（承認） 
② 

第 3 号議案 

令和３年度東大和市学校給食事業計画（案）及び令

和３年度東大和市学校給食会計予算（案）の諮問に

ついて（承認） 

⑦ 

第 4 号議案 
東大和市立図書館運営規則の一部を改正する規則

（可決） 
② 

第 5 号議案 
東大和市立図書館処務規則の一部を改正する規則

（可決） 
② 

 

○第２回定例会（令和３年２月１５日） 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 1 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ③ 

第 6 号議案 

令和２年度東大和市教育委員会の権限に属する事務

の管理執行状況の点検及び評価（平成 31 年度分）報

告書（案）について（承認） 

⑨ 
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第 7 号議案 
令和３年度東大和市教育委員会の主要施策（案）に

ついて（承認） 
① 

  

○第３回定例会（令和３年３月２６日） 

議案番号等 件 名 及 び 審 議 結 果 内容区分 

第 2 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ④ 

第 3 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ④ 

第 4 号報告 事務の臨時代理の承認について（承認） ④ 

第 8 号議案 
東大和市教育委員会事務局職員及び教育機関職員の

任免について（承認） 
③ 

第 9 号議案 東大和市立学校学校医の委嘱について（承認） ⑧ 

第 10 号議案 東大和市立学校学校歯科医の解嘱について（承認） ⑧ 

第 11 号議案 東大和市立学校学校歯科医の委嘱について（承認） ⑧ 

第 12 号議案 
東大和市教育情報セキュリティ対策基準（案）につ

いて（承認） 
① 

第 13 号議案 
令和３年度東大和市学校運営協議会委員の任命に

ついて（承認） 
⑧ 

第 14 号議案 東大和市立学校産業医の委嘱について（承認） ⑧ 

第 15 号議案 
第三次東大和市特別支援教育推進計画策定懇談会

設置要綱（可決） 
② 

第 16 号議案 

令和３年度東大和市学校給食事業計画（案）及び令

和３年度東大和市学校給食会計予算（案）の承認に

ついて（承認） 

⑦ 

第 17 号議案 
東大和市立図書館運営規則の一部を改正する規則

（可決） 
② 

 

（２）教育委員懇談会（合計で１８件[２０件]について協議しました。） 

 

 ○第３回定例会（令和２年４月３日） 

協 議 項 目 
１ 令和２年度教育指導課事業について 

２ 令和２年度東大和市立小・中学校教育課程について 

 

○第４回定例会（令和２年５月８日） 

協 議 項 目 

１ 「東大和市立学校の適正規模及び適正配置等の方針、東

大和市立小・中学校再編計画」（案）のパブリックコメ

ントの実施結果について 

２ 東大和市学校施設長寿命化計画（案）について 

 

○第５回定例会（令和２年７月１０日） 

協 議 項 目 
１ ＧＩＧＡスクール構想について 

２ 統合型校務支援システムの導入について 

 

○第６回定例会（令和２年８月５日） 

   付議事件    なし 
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○第７回定例会（令和２年１０月２日） 

協 議 項 目 １ ＧＩＧＡスクールについて 

 

○第８回定例会（令和２年１１月６日） 

協 議 項 目 

１ 移動図書館（みずうみ号）の今後の対応について 

２ 「地区図書館への指定管理者制度導入に係る東大和市

立図書館条例の一部改正の骨子について」のパブリッ

クコメントに対する意見への回答について 

３ 東大和市立図書館条例の一部改正（案）について 

 

○第１回定例会（令和３年１月８日） 

協 議 項 目 

１ 東大和市障害者活躍推進計画の案に対する意見の伺い

について 

２ 東大和市いじめ防止対策基本方針（案）について 

 

○第２回定例会（令和３年２月４日） 

協 議 項 目 

１ 令和３年度東大和市教育委員会の主要施策について 

２ 令和２年度小・中学校卒業式告辞（案）について 

３ 東大和市立図書館運営規則の一部改正（案）について 

 

○第３回定例会（令和３年３月２２日） 

協 議 項 目 

１ 東大和市情報セキュリティ対策基準の策定について 

２ 令和３年度東大和市立小・中学校入学式における教育

委員会告辞（案）について 

３ 東大和市いじめ防止対策推進基本方針（案）について 

 

  



- 7 - 

３ 教育委員会議以外の教育委員の活動状況 
 教育委員は、教育委員会議等への出席以外に、令和２年度は学校訪問、各種行事等に

延べ２３回[１３６回]参加しました。 

 

（1）東大和市総合教育会議 ０回[２回] 

    ※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

（2）東京都市町村教育委員会連合会 ８回[１０回] 

①  東京都市町村教育委員会連合会定期総会 １回[１回] 

②  東京都市町村教育委員会連合会理事会 ２回[３回] 

③  東京都市町村教育委員会連合会研修会、理事研修会 ５回[６回] 

④  東京都市町村教育委員会連合会会計監査 ０回[０回] 

 

（3）関東甲信越静市町村教育委員会連合会 ０回[１回] 

①   総会及び研修会 ０回[１回] 

 

（4）学校訪問 ４回[３８回] 

①  授業公開 ０回[１５回] 

②   道徳授業地区公開講座 ０回[１５回] 

③  教育委員会訪問 ４回[８回] 

 

（5）学校各種行事・儀式 ０回[６３回] 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

①   入学式・卒業式・運動会 ０回[４５回] 

②   展覧会・学芸会・展示会 ０回[７回] 

③   合唱コンクール ０回[５回] 

④   連合書初め展 ０回[１回] 

⑤   連合音楽会 ０回[１回] 

⑥   学習発表会 ０回[３回] 

⑦  周年行事 ０回[１回］ 

 

（6）教育委員会等各種行事 １１回[２２回] 

①  文化協会総会・文化協会の祭典 １回[１回] 

   ※文化協会の祭典は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、

中止とした。 

②  体育協会評議委員会 １回[１回] 

③  第５０回市民文化祭開会式・閉会式 ０回[１回] 

   ※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

④  スポーツレクリエーションフェスティバル ０回[１回] 

   ※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

⑤  第６７回成人式 ０回[１回] 

   ※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

⑥  全国青少年健全育成強調月間及び東大和市あいさつふれあい月間駅頭 

      キャンペーン １回[１回] 

⑦  公民館まつり ０回[４回] 

   ※令和２年度に開催を予定していた公民館まつりは新型コロナウイルス感 

染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。（全館） 

⑧  第５５回ロードレース大会 ０回[１回] 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

⑨  ＰＴＡ連合協議会総会、懇談会（中止）、講演会 ２回[３回] 

⑩  消防出初式 １回[１回] 

⑪  第５１回市民体育大会（スポーツ大会）の各競技団体が行う開会式・ 
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閉会式等 ０回[２回] 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

⑫  第５０回ふれあい市民運動会 ０回[０回] 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

⑬  教育の日東やまと １回[１回] 

⑭  東大和市小学校教育研究会 １回[１回] 

⑮  東大和市中学校教育研究会 １回[１回] 

⑯  第３１回多摩湖駅伝大会 ０回[０回] 

   ※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

⑰  車いすバスケットボール大会 ０回[１回]  

   ※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

⑱  第１６回平和市民のつどい（YouTube 版） １回[１回] 

⑲  令和２年度東京都市町村社会教育委員連絡協議会第２ブロック研修会 

 １回[０回] 

 

 ４ その他 

①  第二次東大和市学校教育振興基本計画の配布 

小・中学校 １３７部[１４２部] 

その他教育関係機関等 ９部[９０部] 

②  東大和市の教育の発行 

発行部数 ０部[３００部] 

③  教育委員会だよりの発行 

発行回数 ３回 《７、１、３月》[３回] 

発行部数 ７，５００部[７，５００部]（１回の発行部数） 
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第３章 教育委員会の基本方針に基づく令和２年度主要 
施策の点検及び評価について 

 

「令和２年度東大和市教育委員会主要施策」は、東大和市教育委員会の「基

本方針」「第二次東大和市学校教育振興基本計画」の施策の方向性に基づき、

東大和市教育委員会が、当該年度において重点的に取り組む施策を示した

ものである。 

 
 

基本方針１ 
「人権尊重の精神」と「社会貢献の精神」の育成 

 
 

全ての市民が、人権尊重の理念を正しく理解するとともに、思いやりの心や社会

生活の基本的ルールを身に付け、社会に貢献しようとする精神を育むことが求め

られる。 

そのために、人権教育及び心の教育を充実するとともに、相互に支え合う社会づ

くりを目指して、権利と義務、自由と責任についての認識を深め、規範意識・公共

心に富む、自立した個人を育てる教育を行う。 

 

 

基本方針２ 

「豊かな個性」と「創造力」の伸長 
 

グローバル化と情報技術が進展する社会にあって、国際社会に生き、社会の変化

に対応できるよう、確かな学力を育み、子どもたちの個性と創造力を伸ばす教育を

推進することが求められる。 

そのために、子どもたち一人一人の生きる力としての知識・技能の習得と思考力・

判断力・表現力等の育成のバランスを重視するとともに、道徳性、社会性を育成し、

主体的に学習に取り組む態度を養う。 
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基本方針３ 

「総合的な教育力」と「文化・スポーツ」の充実 
 

少子高齢化や核家族化が進む中で、子どもたちの健やかな成長を社会全体で支

えるとともに、市民一人一人が生涯にわたって、自由に学び、社会に貢献できるよ

うにすることが求められる。 

 そのために、家庭・学校・地域の教育力を高め、さらに推進できるよう支援する

とともに、人々が生涯を通じて、自ら学び、文化・スポーツに親しみ、社会参加で

きる機会の充実を図る。 

 

 

基本方針４ 

「市民の教育参加」と「学校経営の改革」の推進 
 

教育行政には学校・家庭・地域の協働と市民の教育参加を積極的に進め、市民感

覚と経営感覚をより重視して、教育改革を力強く展開することが求められる。 

 そのために、東京都教育委員会等との緊密な連携・協力のもとに、東大和市の特

性を踏まえた教育行政を進めるとともに、市民に信頼される魅力ある学校づくり

を目指した効率的で透明性の高い開かれた学校経営への改革を推進する。 
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令和２年度教育委員会主要施策 

 

Ⅰ 生きる力の育成 

 

１ 確かな学力 

（１）学力向上  

各学校が学力調査の結果等を活用し、児童・生徒の実態に応じた学力向上策を具体的

に立案し、実践できるように支援する。 

 

■施策の取組状況 

① 習熟の程度等に応じた少人数学習指導員の配置 

きめ細やかな指導を行うため、東京都の少人数学習加配教員に加え、市が採用した

少人数学習指導員を配置し、より効果の高い習熟の程度等に応じた少人数指導を実施

した。 

＜実績等＞ 配置校 小学校８校［１０校］、中学校４校［５校］ 

 ② 協力指導員（ティームティーチャー）の配置 

   学力向上を図るため、学級内におけるより個に応じた授業を実施するにあたり、教

科を指定して、学習内容が難しくなる小学校４年生及び進学に戸惑いが起こる中学校

１年生を主な対象として、担任教員と協力して同じ教室で授業を行う協力指導員（テ

ィームティーチャー）を配置した。 

＜実績等＞ 配置校 小学校８校［１０校］、中学校５校［５校］ 

 ③ 家庭学習の手引きの活用 

学力向上の課題である家庭での学習習慣の定着を図るために、「家庭学習の手引き」

を小・中学校の第１学年保護者に配布した。 

また、より活用しやすく発達段階に応じた手引きとなるよう、小学校低学年・中学

年・高学年及び中学生向けの４種類の手引きを作成し、令和２年度当初に配布できる

よう改訂を行った。 

 ④ 地域未来塾、スタディ・アシストの実施 

   学力の向上を図るために、地域学校協働活動推進事業を活用し、地域未来塾、スタ

ディ・アシストなどの学習支援教室を実施した。 

  ＜実績等＞ 地域未来塾実施校 小学校１０校、中学校５校 

スタディ・アシスト実施校 中学校５校 

 ⑤ 学習支援員の配置 

   小学校において、学習環境を整え、児童に確かな学力を身に付けられるよう、特定

の学年に学習支援員を配置した。 

＜実績等＞ 配置校 小学校１０校［１０校］ 

 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

 ① 習熟の程度等に応じた少人数学習指導員により、少人数の学習集団による学習指導

を充実させる。 

 ③ 児童・生徒の家庭での学習習慣が定着するよう、改訂した「家庭学習の手引き」を

活用し、学校と家庭との連携をさらに深める。 
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②④⑤ 今後も人的な配置を継続して行い、児童･生徒の学習意欲を高め、児童・生徒の

学力向上を図る。 

（教育指導課） 

 

（２）読書教育の推進  

児童・生徒が進んで読書を行う態度を育むため、「第三次東京都子ども読書活動推進計

画」及び「第二次東大和市子ども読書活動推進計画」に基づいた読書教育を推進すると

ともに、環境整備に努める。 

 

■施策の取組状況 

① 学校図書館指導員の配置 

個々の児童・生徒の読書活動を行う意欲を高め、進んで読書を行う態度を養い、生

涯にわたる読書活動を身に付けることができるよう、学校図書館指導員を配置し、学

校図書館の整備・充実を図った。 

＜実績等＞ 配置校数 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

（教育指導課） 

 ② 学校図書館システム等の活用の充実 

   学校図書館の蔵書管理を効率的に行うため、学校図書館システムの活用にあたり、

サポート体制を整えた。 

（教育総務課） 

 ③ 読書週間、読書旬間、朝読書の実施 

   各学校で読書週間や読書旬間を設けたり、定期的に朝読書の時間を設定したりした。 

  ＜実績等＞ 小学校１０校、中学校５校［小学校１０校、中学校５校］  

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

 ①③ 学校図書館指導員を活用し、学校図書館の整備や児童・生徒の読書活動の支援

を充実させる。 

（教育指導課） 

 ② 市内小・中学校の学校図書館システム等の円滑な運用を支援する。 

（教育総務課） 

 

（３）才能を伸ばすための多様な教育の充実  

児童・生徒に対する一貫性のある指導を行うため、幼稚園、保育園、認定子ども園、

小学校、中学校、高等学校、大学等の異校種間のつながりや学校間の連携を重視した教

育を推進する。 

 

■施策の取組状況 

① ＡＬＴ（外国人講師）の派遣 

小・中学校の外国語（英語）授業において英語の発声や発音の仕方を理解させるため、

ＡＬＴ（外国人講師）を派遣した。 

＜実績等＞ 派遣日数 小学校６９０日［７２４日］ 

中学校３０８日［１３３日］ 

② 日本語指導員の派遣 

帰国子女や外国籍で日本語が話せない児童・生徒の円滑な学習や学校生活の適応を
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図るため、日本語指導員を学校へ派遣した。 

＜実績等＞ 派遣時間 派遣時間 ４４５時間［４９３時間］ 

対象児童数６人［７人］ 対象生徒数８人［９人］ 

 ③ 中学生「東京駅伝大会」における交流の実施 

   ※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

 ④ 中学生アメリカン・サマーキャンプの実施 

   ※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

（教育指導課） 

■今後の取組の方向性 

 ①② ＡＬＴ（外国人講師）及び日本語指導員の派遣を拡充する。 

（教育指導課） 

 

（４）研究奨励  

市内小・中学校の研究を奨励するため、研究内容等への指導・助言や、予算の範囲内

における補助金の交付等を行う。 

 

■施策の取組状況 

① 「教育課題研究指定校」「校内研究奨励校」「英語教育推進校」の指定 

市内小・中学校を研究校に指定し、補助金を交付するとともに、研究内容等につい

て指導・助言や「教育課題研究指定校」における研究成果の発表に向けた支援を行っ

た。 

＜実績等＞ 「教育課題研究指定校」 小学校１校［５校］、中学校２校［１校］ 

「校内研究奨励校」   小学校９校［５校］、中学校３校［４校］ 

② 「学力向上推進校」の指定 

市内小・中学校を学力向上推進校に指定し、各校が学力向上を目指して組織的に研

究に取り組み、日々の授業改善につなげた。 

＜実績等＞ 「学力向上推進校」 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

③ 東大和市公立学校研究会に対して補助金を交付するとともに、研究活動に対して支

援を行った。 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、講演会や研修会等が一部中止と

なった。 

＜実績等＞ 小学校１４部会［１４部会］、中学校１２部会［１２部会］ 

（教育指導課） 

■今後の取組の方向性 

 ①②③ 市内小・中学校の校内研究及び東大和市公立学校研究会における研究を一層充

実させ、更なる授業改善を推進していく。 

（教育指導課） 

 

２ 豊かな人間性 

（１）人権教育の推進  

女性、子ども、高齢者、障害者、同和問題、アイヌの人々、外国人、ＨＩＶ感染者・

ハンセン病患者等、犯罪被害者やその家族、性同一性障害者、性的指向、路上生活者、

様々な人権課題などに関わる偏見や差別意識の解消を図るため、学校教育や社会教育等

を通して、人権教育を効果的に進める。 
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■施策の取組状況 

① 人権教育推進委員会の開催 

人権教育推進委員会（担当校長２人、各校教員１５人）を開催し、本市における地

域・学校の実態に即した人権教育推進上の課題や学校教育における具体的な方策を検

討した。 

＜実績等＞ 年間３回［３回］ 

② 各学校における「人権教育の全体計画及び年間指導計画」の作成 

  市内全小・中学校において人権教育の全体計画及び年間指導計画を作成し、学校の

実態に即して校務運営組織を整え、組織的・計画的に人権教育を推進した。 

＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

 ③ 「人権教育プログラム」（学校編）の活用 

   各学校訪問時に東京都教育委員会発行「人権教育プログラム」（学校編）を活用して

教職員の人権感覚を啓発した。 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

 ①②③ 人権教育に関する研修会を一層充実させ、教職員一人一人が人権尊重の理念を

十分に理解する中で、組織的・計画的に学校全体の人権教育を進める。 

（教育指導課） 

 

（２）いじめ問題への対応  

東大和市いじめ防止対策推進条例に基づくとともに、東大和市いじめ防止対策推進基

本方針を踏まえて、学校、家庭及び地域が連携したいじめ防止等の対策を総合的かつ効

果的に推進する。 

 

■施策の取組状況 

 ① 市内全小･中学校に「学校いじめ対策委員会」を設置 

   各学校では「学校いじめ防止等のための基本方針」に基づき、教職員がいじめを発

見した場合には、管理職や生活指導主任等で組織する「学校いじめ対策委員会」に速

やかに報告し、対応を検討するなど、学校が組織として取り組んだ。 

  ＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

 ② いじめ電話相談の開設 

   市内在住、在学の児童・生徒やその保護者を対象として、いじめに関する相談を受

け付ける「いじめ電話相談」を教育指導課に開設した。 

  ＜実績等＞ 相談件数 年間２４件［２５件］ 

 ③ いじめに関する調査の実施 

   東京都教育委員会が実施する年３回のふれあい月間に合わせて、いじめに関する調

査を児童･生徒、保護者を対象に実施し、早期発見・早期対応に努めた。 

  ＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

 ④ 東大和市いじめ防止対策推進条例の推進 

   学校、家庭及び地域が連携したいじめの防止等の対策を総合的かつ効果的に推進

した。 

 ⑤ いじめの未然防止のための授業の実施 

   各学校では、「学校いじめ防止等のための基本方針」の年間計画に基づき、いじめの

未然防止のための授業を年２回以上実施した。道徳や特別活動などを通じて「命の大
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切さ」や「いじめは決して許されるものではない」ことを学ぶ機会を設け、指導を進

めた。 

  ＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

   令和２年１月１日より「東大和市いじめ防止対策推進条例」を施行し、社会全体で

のいじめ防止の対策を一層推進するとともに、「重大事態」を組織的に対応する体制整

備の強化を図った。 

 ⑥ いじめ防止のためのシンポジウムの開催 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

⑦ 東大和市いじめ問題対策連絡協議会  

東大和市いじめ防止対策推進条例の規定による東大和市いじめ問題対策連絡協

議会を開催した。なお、令和２年８月１７日の協議会については、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大防止の観点から、書面開催として実施した。  

  ＜実績等＞日時 令和２年１０月２９日（木）  １３：３０～１４：３０ 

  場所 東大和市立中央公民館３０１会議室 

  参加者人数 １４人（代理出席含む） 

協議事項 ア 東大和市のいじめの状況及びいじめの防止等に関する

取組について 

イ 東大和市いじめ防止対策推進基本方針（案）について  

ウ 情報交換 

⑧ 東大和市教育委員会いじめ問題対策委員会  

東大和市いじめ防止対策推進条例の規定による東大和市いじめ問題対策委員会

を開催した。なお、令和３年２月１５日の委員会については、新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大防止の観点から、書面開催として実施した。 

 ＜実績等＞日時 令和２年８月２４日（月）  １０：００～１２：００ 

 場所 東大和市役所会議棟第６会議室 

 参加者人数 ７人 

 議題 ア いじめ問題に対する当市の取組について  

    イ 東大和市いじめ防止対策推進基本方針（案）について  

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

 ①～⑤ いじめの未然防止の観点から、シンポジウムを開催し、いじめの早期発見・早

期対応の観点から、いじめアンケート調査を各校で実施するなどして、その問題解決

のための対応を組織的に推進する。 

   特に、日頃の授業や児童会・生徒会活動を通して、いじめの問題を自分たちの問題

として児童･生徒に考えさせ、いじめの根絶を目指す。 

（教育指導課） 

 

（３）健全育成  

 

■施策の取組状況 

① セーフティ教室の全校実施 

   セーフティ教室を市内小・中学校全校で実施し、児童・生徒の健全育成の充実を図

り、非行防止・犯罪被害防止教育を推進した。 

＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

② 東大和市公立学校健全育成会議の実施 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 
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③ 学校と東大和警察署連絡会の実施 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

（教育指導課） 

④ スクールソーシャルワーカーの配置 

  教育指導課にスクールソーシャルワーカーを１人配置し、問題を抱える児童･生徒

の状況を的確に把握し、当該児童･生徒が置かれた環境へ働きかけたり、関係機関と

のネットワークを活用して連携したりして、問題の改善及び軽減を図った。 

 ＜実績等＞ 学校訪問、校内委員会への参加  

小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

（教育指導課） 

⑤ 東大和市要保護児童対策地域協議会への参加 

   東大和市要保護児童対策地域協議会代表者会議及び東大和市要保護児童対策地域

協議会実務担当者会議に参加し、関係機関と連携を図った。 

    ＜実績等＞ 代表者会議 １回 ※書面開催［２回］ 

         実務担当者会議 ３回 ※書面開催［４回］ 

（教育総務課） 

 

■今後の取組の方向性 

① 携帯電話、インターネットによる児童・生徒の被害防止を図るため、セーフティ

教室における情報モラル教育の一層の充実を図る。 

② 東大和市公立学校健全育成会議における協議内容の一層の充実を図る。 

③ 東大和警察署とより一層の連携を図り、児童・生徒の非行防止、健全育成に努める。 

（教育指導課） 

④ 児童･生徒の生活指導上の課題解決に向け、スクールソーシャルワーカーを学校巡

回させながら効果的に活用して、関係機関との連携を強化していく。 

（教育指導課） 

⑤ 東大和市要保護児童対策地域協議会に参加し、関係機関と連携を図る。 

（教育総務課） 

 

（４）社会への貢献  

社会体験や自然体験などの学習の機会を充実し、権利と義務、自由と責任についての

認識を深めさせ、規範意識・公共心に富む、社会に貢献できる自立した個人を育てる教

育を推進する。 

 

■施策の取組状況 

① 教育の日東やまと「発信！東大和の学校教育」の開催 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

②「道徳授業地区公開講座」の実施 

   家庭、学校及び地域社会が連携して子どもたちの豊かな心を育むとともに、小・中

学校等における道徳教育の充実のために、道徳授業地区公開講座を市内小・中学校全

校で実施した。 

＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

参加人数 延べ 教職員  小学校２４４人 

中学校１２６人 

合計３７０人［３６２人］ 
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 ③ 東大和市児童・生徒表彰の実施 

   市内小・中学校における善行、功労、活躍が著しい児童・生徒及び団体の功績を称

え表彰し、郷土愛を育み、日本人としての誇りをもち、世界で活躍できる人材を育成

する基盤とするため、東大和市児童・生徒表彰を開催した。 

対象となる児童・生徒の表彰及び活動報告を行った。 

  ＜実績等＞ 開催日    ※書面開催 

        活動報告者  市内児童・生徒表彰  小学生２人・１団体 

                          中学生１１人・０団体 

④ 「東大和市あいさつふれあい月間」の実施 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

⑤ 情報モラル教育の全校実施 

   児童・生徒の規範意識や自立心の育成を図るため、インターネットや携帯電話、ス

マートフォンの利用の仕方などを学ぶ情報モラル教育を市内小・中学校全校で実施し

た。 

＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

 ①～③ 教育について共に考える機会として「教育の日東やまと」、「道徳授業地区公開

講座」等を活用し、学校、家庭、地域が協働した取組を一層推進する。 

 ④ 児童・生徒の健全で豊かな心を育成するために、あいさつ運動等の取組を充実させ、

地域との連携を一層図る。 

 ⑤ 児童・生徒の規範意識や自立心の育成を図るために、関係機関とも連携しながら、

セーフティ教室や情報モラル教育を充実させる。 

（教育指導課） 

 

（５）環境教育の推進  

各教科、道徳、特別活動及び総合的な学習の時間等において、環境や環境問題に対す

る興味・関心をもち、必要な知識・技能・態度を身に付けさせるために、環境に関わる

学習の機会や場を計画的に設けるよう、工夫して実施する。 

 

■施策の取組状況 

① 各学校の特色に応じた環境教育の実施 

各学校の特色に応じ、空堀川など地域の自然に関する調べ学習、環境ビオトープを

活用したホタルの飼育及びトウキョウサンショウウオ等の生物の観察などの環境教

育を推進した。 

＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

① 地球温暖化等の環境への関心を高めるため、実践的なプログラムを体験させる環境

教育を、市内全小・中学校で実施することを指針とする。 

（教育指導課） 
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（６）キャリア教育の充実  

将来に希望を抱き、望ましい勤労観・職業観を児童・生徒の発達段階に応じて育むと

ともに、市商工会と連携を図り、中学校における職場体験学習を実施する。 

 

■施策の取組状況 

① 中学校職場体験が可能な事業者への協力要請 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

② 各学校への情報提供 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

  ①② 中学校職場体験学習の充実に向け、市内民間事業者や関係団体等へ引き続き体験

学習受入れの協力を要請し、その情報を各学校へ提供していく。 

（教育指導課） 

 

３ 健康・体力 

（１）健康教育の充実  

学校と家庭・地域の連携のもとに、子どもたちの心と体の健康づくりを推進するため、

体力向上及び食に関する教育の充実を図る。 

 

■施策の取組状況 

① 市内全小・中学校における食育全体計画及び年間指導計画の作成 

食育の充実を図るために、市内全小・中学校において食育全体計画を作成し、教務

主任会で情報を共有して計画の充実を図った。 

また、各校において食物アレルギー等の研修会を実施し、その対応方法を学んだ。 

＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

 ② 市内全小・中学校において「一校一取組」を実施し、体力向上・健康教育を計画的・

系統的に推進した。 

  ＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

 （教育指導課） 

③ 児童・生徒への食に関する指導 

 学校と連携し、給食の歴史、地場野菜、旬の食材、バランスの良い食事等をテーマ

として食に関する指導を行った。 

＜実績等＞ ７校３４回［１０校７３回］ 

 更なる食育推進への新たな取り組みとして、食育教材のＤＶＤを作成し、学校への

貸し出しを実施した。 

＜実績等＞ １０校１，１３９回［１０校１３２回］ 

 給食センターの活用として、学校からの依頼に基づき市内小学校の社会科見学等の

対応を行い、食に関する指導をあわせて実施した。 

＜実績等＞ ６校［５校］ 

 また、導入した個々食器を活用して、各学校の食育計画等に基づき、食事の姿勢な

ど、随時、学校教職員による食育指導を実施した。 

④ 給食への地場産食材の使用 

東大和市の地場野菜等を積極的に取り入れ、新たな品目としてかぶ、梨等を使用し
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た。生産者の協力のもと、給食への活用を通年で行った。 

＜実績等＞ ・使用野菜等 じゃがいも、にんじん、里芋、大根、キャベツ、ほうれ

ん草、長ねぎ、玉ねぎ、白菜、小松菜、ごぼう、ブロッ

コリー、かぶ、しょうが、にんにく、梨、粟 

・使用量   １２，４６７．０ｋｇ［１６，６１７．０ｋｇ］ 

 ⑤ 給食だよりの発行 

   給食献立表の裏面を活用して、年１１回給食だよりを発行し、日常生活における食

事等について正しい理解を深められるよう食育に関する情報の提供に努めた。 

   また、子どもたちが興味を持つように、旬の食材などのクイズ形式を取り入れ、内

容の充実を図った。 

 ⑥ 給食食材の放射性物質測定及び産地の公表 

   給食に使用する食材のうち産地や使用量を考慮し、市が消費者庁から貸与された放

射性物質簡易測定機器により１回３品目の簡易検査を月に２回行った。結果は全て不

検出であった。 

給食食材の産地について、毎月給食だよりやホームページにより公表した。 

（給食課） 

 

■今後の取組の方向性 

① 引き続き、関係部署と連携し、児童・生徒への食育を推進する。 

（教育指導課） 

② 給食センター栄養士が学校を訪問して行う食育のほか、学校への食育資料等の提供

を引き続き行うとともに、各学校の計画に基づいて、児童・生徒への食育を推進する。 

 ③ 地産地消の推進や地域の農家の方への感謝する気持ちを持たせるために、今後も地

場産の食材を給食に取り入れ、より一層の活用を行う。 

 ④ 給食センターを活用した食育の推進を図る。また、児童・生徒への食育は給食セン

ターや学校だけでなく、地域・保護者の協力が必要であることから、学校と連携を図

りながら、保護者への食育を積極的に推進していく。 

 ⑤ 今後も給食食材の産地の把握を行うとともに、放射性物質の測定等を実施し、安全・

安心な給食の提供に努めていく。 

（給食課） 

 

（２）体力の向上  

児童・生徒の体力の向上を図るとともに、運動が好きな児童・生徒を増やす。 

 

■施策の取組状況 

健康教育の充実【再掲（１８～１９ページ）】 

 

■今後の取組の方向性 

健康教育の充実【再掲（１８～１９ページ）】 

 

４ オリンピック・パラリンピック教育の推進 

（１）オリンピック・パラリンピック教育の推進  

オリンピック・パラリンピック教育を通して、重点的に育成するべき５つの資質「ボ

ランティアマインド」「障害者理解」「スポーツ志向」「日本人としての自覚と誇り」「豊
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かな国際感覚」を育む。 

 

■施策の取組状況 

 ① 市内全小・中学校で「社会科の授業と学習読本を関連させた、１９６４年の東京オ

リンピックの学習」や「オリンピック・パラリンピック教育映像資料の活用した授業」

を実施した。 

 ② 市内全小・中学校において、学習読本等を活用した「オリンピック・パラリンピッ

クの精神」に関する取組を実施した。 

 ③ 「夢・未来」プロジェクト等を活用して、オリンピアン・パラリンピアンを招聘し、

オリンピック競技、パラリンピック競技・障害者スポーツに関する取組を実施した。 

 ④ 市内のオリンピック・パラリンピック教育推進プロジェクト委員会において、各校

で実施するオリンピック・パラリンピック教育の内容を検討した。 

 

■今後の取組の方向性 

 各学校が基本的な枠組に基づき取り組んできたボランティアマインドの醸成や障害者

理解教育の推進に努める。 

（教育指導課） 

 

Ⅱ 学校の活性化 

 

１ 学校改善 

（１）学校の組織的運営の確立  

校長がリーダーシップを発揮し、職層に応じた責任の明確化を進め、組織目標が達成

されるよう支援する。 

 

■施策の取組状況 

① 各学校における学校経営方針の作成 

   学校経営方針を作成し、予め設定した目標や具体的計画等に照らして、その達成状

況の把握や取組の適切さを当該学校の全校職員が検証し評価を行った。 

② 当初訪問の実施 

  ※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

③ 教育指導課訪問等の実施 

  校長の学校経営方針等を聞き取り、学校における児童・生徒の教育活動を参観する

ことにより、校長の学校経営支援に役立てた。また、研究授業を実施し、指導主事が

指導助言することにより教員の授業改善を図った。さらに、様々な課題について校長・

教職員と協議・懇談により交流を図り、学校の教育課題の解決を図った。 

＜実績等＞ 教育指導課訪問等実施校 ８校［１５校］ ８回［１５回］ 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

①～③ 市内全小・中学校において行っている自己評価の内容を保護者、地域住民に説

明し、教育の改善に向けた具体的な交流、協力活動を行う。 

また、当初訪問及び教育指導課訪問の内容充実を図り、各校の特色ある学校づくり

を支援していく。 

（教育指導課） 
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（２）特色ある教育活動の拡充  

小中一貫教育の推進や小・中学校の特色化を進めるため、児童・生徒の多様な個性や

能力・適性に対応して、自然環境等を生かした創造的で弾力的な教育課程を編成すると

ともに、郷土博物館の活用等、社会教育機関等と連携を図る。また、一校一取組運動、

一斉朝読書、あいさつ運動に中学校グループで取り組むなど、特色ある教育活動の一層

の拡充を図る。 

 

■施策の取組状況 

① 特色ある教育活動を推進 

特色ある教育活動を推進するために、郷土博物館等の社会教育施設の活用による総

合的な学習の時間など、地域の教材を活用した授業を積極的に実施した。 

＜実績等＞ 実施校 小学校１０校［１０校］ 

 ② 「東大和市小学生科学展」の実施 

   児童がテーマに応じた作品を作成し、東大和市小学生科学展に各校より選抜された

作品１点が提出された。 

  ＜実績等＞ 作品提出校 １０校［１０校］ 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

①② 社会教育施設等との連携を図り、地域の教材を活用した授業の一層の充実を図る。

また、教育課程編成時に特色ある教育活動を実施できるよう、情報提供を行う。 

（教育指導課） 

 

（３）特別支援教育の推進  

「第二次東大和市特別支援教育推進計画（平成２８年度）」に基づき、特別な教育的支

援を必要とする児童・生徒に対し、多様な教育展開をするために、関係機関と連携し、

校内支援・指導・相談体制の充実に努める。 

 

■施策の取組状況 

① 小・中学校における特別支援教育を円滑に進めるための体制の整備 

ア 小・中学校において、校内委員会及び特別支援教育コーディネーターを中心とし

て、支援が必要な児童・生徒の早期発見・早期支援に努めた。 

イ 東大和市における特別支援教育に関する手続や方法をまとめた「東大和市 特別

支援教育の手引き」及び全教員向けの「特別支援教育 東大和マニュアル」を作成

し、学校現場における特別支援教育の理解充実に努めた。 

ウ 特別支援学級（固定制・通級制）の教員や特別支援教育コーディネーター向けに

特別支援学級研修会や特別支援教室・通級指導学級研修会を実施し、教員の資質向

上を図るとともに特別支援教育に対する理解を深めた。 

＜実績等＞ 「東大和市 特別支援教育の手引き」の配布（管理職、特別支援教育コ

ーディネーター、特別支援学級担当の新任・転任教諭を対象に配布） 

２００部[１５０部] 

     「特別支援教育 東大和マニュアル」の配布 （小・中学校へ配属となっ

た教員に配布） 

     特別支援教室・通級指導学級研修会の実施 ２回［４回］ 
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② 特別支援教育に関する理解啓発の推進 

ア 未就学児保護者向けの特別支援教育に関する啓発パンフレットを就学時健康診断

を受診した児童の保護者全員に配布した。 

イ 小・中学校に在籍している児童・生徒の保護者向けの特別支援教育に関する啓発

パンフレットを新小学１年生の保護者を対象に全員に配布した。 

ウ 市民や関係機関職員向けの特別支援教育の理解啓発を図るため、東京都立羽村特

別支援学校及び武蔵村山市教育委員会と共催で講演会を開催した。 

＜実績等＞ 未就学児保護者向け啓発パンフレットの配布 ９００部［９００部］ 

      小・中学校在籍保護者向けパンフレットの配布 １，６００枚［１，６０

０枚］ 

東京都立羽村特別支援学校、武蔵村山市教育委員会及び東大和市教育委 

員会共催による支援が必要な児童・生徒の理解推進に関する講演会の開催 

日時：令和２年８月２６日（水）午後２時～４時 

講演 「発達障害や学校に適応できない子どもたち ～安心・安全・居

心地のよさを与えるために～」 

講師 東京学芸大学 

教授 小林 正幸 先生 

③ 幼稚園・保育園等からの円滑な入学支援体制の整備 

ア 幼稚園・保育園等からの円滑な入学を支援し、小学校との連携を強化するため、

就学支援シートを用意し、就学時健康診断時に保護者全員に説明し、配布をした。

その後、各小学校説明会時に保護者より就学支援シートの任意提出を受けて、学校

側で児童の様子を事前に把握することで、適切な入学準備を行った。 

＜実績等＞   就学支援シートの作成 ９００部［９００部］ 

就学支援シート回収部数 １８２部［１４２部］ 

イ 市内の幼稚園・保育園等からの要望に基づき園に所属する幼稚園教諭・保育士を

対象に特別支援教育に係る研修会を実施した。 

＜実績等＞  派遣回数  ７回 ［１２回］ 

④ 特別支援教育検討委員会の開催 

特別支援教室を利用するための判定会議の運営について検討するため、特別支援教

育検討委員会（小学校長、中学校長、巡回指導教員、巡回指導員、教育委員会職員等

１３人で構成）を開催した。 

＜実績等＞ 開催回数 特別支援教育検討委員会 ４回［４回］ 

⑤ 巡回指導・相談体制の整備 

巡回相談員４人と教員免許を持つ巡回指導員（特別支援教育士）１人の５人体制で

発達障害等の特別支援教育に係る巡回相談を実施し、学級での行動観察や心理検査等

を通して学級担任への指導・助言及び保護者相談をきめ細かく行った。 

  ＜実績等＞ 巡回相談等の年間件数 

小学校   ３４５件［３７７件］ 中学校  ９３件［ ９４件］ 

就学前機関 １５７件［１２２件］ 関係機関 ５３件［ ８１件］ 

心理検査   ７２件［ ８４件］ 電話対応 ２３件［ １８件］ 

合計  ７４３件［７７６件］ 

⑥ 就学相談の実施 

障害のある児童・生徒の可能性を最大限に伸長し、自立と社会参加を目指すため、

授業内容がわかり学習活動に参加している実感・達成感を持ちながら充実した時間を

過ごせるように連続性のある学びの場を検討するため、東大和市就学支援委員会就学

判定会議を実施した。また、児童・生徒のうち特別支援教室・通級指導学級等の利用
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に係る審議を実施した。 

＜実績等＞ 就学相談８３件［８３件］ 通級等利用相談５８件［７６件］ 

 

【就学相談結果】                      （単位：人） 

就学先 小学校 中学校 合計 

特別支援学級（知的固定制） 11［ 11］ 12［ 6］ 23［ 17］ 

特別支援学級（情緒固定制）      2［ 4］ 2［  4］ 

特別支援学級（言語通級制） 6［ 10］     6［ 10］ 

特別支援教室 65［ 64］ 23［44］ 88［108］ 

特別支援学校 9［  4］ 0［ 0］ 9［  4］ 

通常の学級 6［  9］ 0［ 2］ 6［ 11］ 

その他（転出等） 3［  2］ 0［ 3］ 3［  5］ 

転学相談 4［  0］ 0［ 0］ 4［  0］ 

合計 104［100］ 37［59］ 141［159］ 

⑦ 子ども支援員の派遣 

支援が必要な児童・生徒の情緒面の安定と学校生活への適応を図るために、子ども

支援員を配置し各学校からの要請に応じて派遣した。 

＜実績等＞ 子ども支援員 １１人［１２人］ 

子ども支援員を派遣した児童数 ４０人［３０人］ 

⑧ 副籍制度 

東京都立特別支援学校に在籍する児童・生徒の中で希望者が、居住する学区の小・

中学校に副次的な籍をもち、通常学級の児童・生徒との相互理解を図るため、間接交

流（学校だよりの交換等）や直接交流（行事への参加等）を行った。 

 ＜実績等＞ 小学部副籍者  ２８人［２８人］ 

        中学部副籍者   １２人［  ８人］ 

      計    ４０人［３６人]  

 ⑨ 特別支援教育研修会の開催 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

 （教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

① 第二次東大和市特別支援教育推進計画における課題と目標の達成に向けて取組及

び進捗管理を行い、特別支援教育の充実を図る。 

② 学校で開催される校内委員会に巡回相談員や巡回指導員が参加し、支援が必要な児

童・生徒の早期発見・早期支援に努める。また、研修会等を通じて特別支援学級等の

教諭や特別支援教育コーディネーターの資質向上を図る。 

また、市民や関係機関向けに講演会等を実施し、特別支援教育における理解が深ま

るよう啓発に努める。 

③ 就学支援シートの作成・配布を今後も継続的に実施し、幼稚園・保育園からの円滑

な入学支援体制の整備を行う。 

④ 校長会等に参加し、特別支援教育についての情報共有と課題解決を図る。 

⑤ 特別支援教育検討委員会を開催する。学校生活支援シート及び個別指導計画の作成

と活用について更なる充実を図る。 

⑥  小・中学校における校内委員会や特別支援教育コーディネーターを支援するために、

巡回相談体制の充実を図り、各校で抱える問題について専門的に助言し解決を図る。 

⑦ 障害のある児童・生徒の可能性を最大限に伸長が図れるよう多様な学びの場を検討
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するために就学支援委員会を開催し、専門的見地からの意見を受けて、保護者への情

報提供を十分に行い、丁寧で分かりやすい相談を進める。 

⑧ 子ども支援員を有効に活用し、支援が必要な児童・生徒の情緒面の安定を図り、学

校生活への適応を支援する。 

⑨ 副籍制度を実施し、東京都立特別支援学校と市立小・中学校の児童・生徒の交流を

行い、相互理解が深められるよう推進を図る。 

⑩ 通常学級の教員を対象に特別支援教育研修を実施し、通常学級に在籍している支援

を必要とする児童・生徒への指導力向上を図る。 

⑪ 小学校及び中学校に導入した特別支援教室に係る効果・課題の検証を行う。 

（教育指導課） 

 

（４）小中一貫教育の推進  

小学校第５学年から中学校第１学年の「学力向上」「体力向上」「健全育成」について、

指導する項目を示した「東大和共通プログラム」を活用し、市内小・中学校で共通した

指導の徹底を図る。 

 

■施策の取組状況 

① 中学校区ごとでの一貫教育 

   中学校区ごとで授業参観及び情報交換会を実施した。また、小･中学校間での児童･

生徒交流、授業実施、地域を交えての交流会を実施した。 

 

② 市の施策事業での小中一貫教育 

   教務主任会･生活指導主任会をはじめ、市の委員会・研修では、小中一貫教育を意識

した計画を立て、実施した。 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

 ① 小中一貫教育の充実に向け、９年間を踏まえた教育が実施できるよう、とりわけ小

５・小６・中１における教育の中で、学力向上や生活指導等について市内の全ての学

校が共通理解を図り、よりきめ細かい教育を実施していく。 

 ② 小中一貫教育を推進していくため、市の施策事業等においても小・中学校グループ

を意識した取組を継続して実施していく。 

（教育指導課） 

 

（５）学校における働き方改革  

教職員一人一人の心身の健康を保持し、児童・生徒の学びを支えられるよう、教職員

の長時間勤務等の改善に取り組み、学校教育の質の維持向上を図る。 

 

■施策の取組状況 

① 「東大和市立学校における教員の働き方改善計画」に基づいた取組を実施した。

（学校閉庁日、時間外電話応答メッセージ、統合型校務支援ソフト導入等） 

② スクール・サポート・スタッフの配置 

教員の業務負担軽減を図り、教員がより児童・生徒への指導や教材研究等に一層

注力できるよう体制を整備するため、スクール・サポート・スタッフを配置した。 
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＜実績等＞ 実施校 小学校１０校、中学校５校 

③ 中学校における部活動指導員の配置 

  中学校において教員の業務負担軽減を図るため、教員に代わり部活動の指導を行

う部活動指導員を配置した。 

＜実績等＞ 実施校 中学校３校 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

① 「東大和市立学校における教員の働き方改善計画」に基づいた取組を継続して実施し

ていく。また、統合型校務支援ソフトを活用し、教職員の校務負担の低減、校務情報に

関わる人的ミスの削減を図る。 

②③ 今後も人的な配置を継続して行い、教員がより指導や教材研究に注力できるよ

う体制の整備を図る。 

（教育指導課） 

２ 人材育成 

（１）教員研修の充実  

教職員の授業力向上を図る研修や、いじめ、不登校、体罰防止に係る指導力向上を図

る研修、職層に応じて必要となる研修等、より実践的な研修を計画的に実施する。 

 

■施策の取組状況 

① 初任者研修の実施 

  初任者教諭及び期限付任用教員を対象に、初任者研修会を実施した。内容としては、

服務、学級経営、安全指導、人権教育、特別支援教育等の講義及び授業研究等を行い、

また夏季休業中に宿泊研修会を行った。 

 ＜実績等＞ 対象教諭 小学校１３人、中学校１１人 合計２４人［２６人］ 

回数１０回［１１回］ 

② ２・３年次授業研究の実施 

  ２・３年次教員を対象に、１人の教員につき年間 2回以上の授業研究、及び 2年次

は年間 3 回、3 年次は年間 2 回の校外における研修を実施した。各校の教育課題に基

づく学習指導案の作成及び授業研究を行い、また夏季休業中に教科領域の指導等につ

いての学習指導法研修を行った。 

＜実績等＞ 対象教員 小学校２７人、中学校９人 合計３６人［３５人］ 

③ 中堅教諭等資質向上研修の実施 

１０年経験者教員を対象に、研修会を実施した。夏期休業中を中心に学習指導法研

修、生活指導・進路指導事例研修、人権教育・法規研修、教職員服務研修等を行った。 

＜実績等＞ 対象教員 小学校７人、中学校８人 合計１５人［２０人］ 

 回数８回［７回］ 

④ 学校マネジメント講座 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

 ⑤ 新学習指導要領に対応した研修の実施 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

（教育指導課） 
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■今後の取組の方向性 

①～⑤ 職層及び教育課題に応じた研修内容を充実し、教員の職層に応じ人事考課と連

動した能力開発型の研修の充実に努める。 

（教育指導課） 

 

（２）体罰の根絶  

体罰による人権侵害を決して許さず、だれもがもつよりよく生きたいという意欲や願

いを教師が受け止め、児童・生徒の可能性を引き出す指導を充実させる。その際、各学

校が作成した「体罰防止プラン」等を活用し、信頼関係に基づいた指導を推進する。 

 

■施策の取組状況 

① 各学校における体罰防止研修会の実施 

   東京都教育委員会が設定する体罰防止月間において、市内全小･中学校は、全教職員

を対象とした研修会を実施した。また年間を通じて職員会議等の中で、事例を通して

体罰防止についての指導を管理職が実施した。 

  ＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

② 各学校における体罰防止プランの作成 

   市内全小・中学校において体罰防止プランを作成し、児童・生徒が将来への希望を

もち、望ましい行動について自らが考え、行動できるように、引き続き教職員間で信

頼関係に基づく指導の在り方やよりよい指導法についての理解を深め、指導を行った。 

＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

（教育指導課） 

■今後の取組の方向性 

①② 各学校における体罰防止研修を継続的に実施し、児童・生徒との信頼関係に基づ

く指導の徹底を図る。 

（教育指導課） 

 

３ 環境整備 

（１）学校施設の効率的な運営  

学校をはじめとする教育施設は市民の共有財産であるとの観点から良好な維持管理

に努め、教育施設の開放や施設の一層の効率的な運営を図る。 

学童保育所の学校内設置に向けて、市長部局と連携して検討する。 

 

（２）学校施設等の整備  

安全で安心な教育環境の確保を図るため、学校施設の計画的な改修・改善に努める。 

 

■施策の取組状況 

 ① 学校施設等の計画的な改修・改善 

   良好な学習環境を確保するため、計画的に学校施設の整備を行った。 

  ア 小学校体育館空調設備設置工事（８校）を実施した。 

イ 第四小学校防球ネット張り替え工事を実施した。 

ウ 第九小学校消火栓ポンプ取替工事を実施した。 

エ 第四・第八小学校校庭芝生化維持管理を実施した。 

オ 第三・第九小学校体育館空調設備賃借を実施した。 
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カ 中学校体育館空調設備設置工事（５校）を実施した。 

キ 中学校トイレ洋式化工事を実施した。 

ク 第一中学校体育館空調設備設置工事に伴う目隠し遮音フェンス設置工事を実施した。 

ケ 第二中学校消火栓ポンプ取替工事を実施した。 

②  芝生維持管理組織構成員のボランティア保険への加入 

校庭芝生化を実施した第四小学校及び第八小学校において、日常の芝刈り作業、施

肥作業を行っている芝生維持管理組織構成員のＰＴＡ、おやじの会、校庭利用団体、

地域の方等が行う際の万一の事故に備えるため、ボランティア保険に市の負担により

加入した。 

＜実績等＞ 加入人数 １１人［１５人］ 

（教育総務課） 

 

■今後の取組の方向性 

① 良好な教育環境の確保と学校教育の充実を図るため、計画的に学校施設の整備を行

う。特に、児童・生徒の安全性を確保するとともに老朽化した学校施設の長寿命化改

修の推進を図る。 

② 校庭芝生化維持管理を行っている構成員等が安心して活動できるよう引き続きボ

ランティア保険に市の負担により加入する。 

（教育総務課） 

 

（３）学校給食センターの運営と学校給食の充実  

学校給食センターの調理・配膳業務を円滑に行い、安全・安心な学校給食の提供、食

育の推進等、学校給食の基本理念の実現に努める。 

また、新献立の提供、見学会及び試食会の開催など、更なる学校給食センターの利用

を推進する。 

 

■施策の取組状況 

調理配膳業務及び配送業務委託を行い、当該事業者と密接に連携することにより、安

全・安心な学校給食の提供に努めた。 

また、多摩湖梨ゼリー、手作りパンプキンケーキ、ルーローハン、えび入りパエリア、

ヤンニョムチキン、和牛丼、鯛めし、手作りジャンボ餃子など、多くの新献立を提供し

た。 

健康教育の充実 【再掲〈１８～１９ページ〉】 

 

■今後の取組の方向性 

引き続き各委託事業者と協力して、安全・安心な学校給食の提供を行うとともに、新

献立の提供など、学校給食の更なる充実に努める。 

（給食課） 

 

（４）教育環境の整備  

東大和市立学校の教育環境については、最新の状況を注視しながら、対策の検討を進

める。 

児童・生徒にとって快適な教育環境を確保するため、東大和市公共施設等総合管理計

画等を踏まえた学校の適正規模及び適正配置等の新たな方針に即した学校の再編計画
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に取り組む。 

東大和市ＧＩＧＡスクール構想により、児童・生徒１人１台のタブレット端末の学習

環境を最大限に活用し、誰一人取り残さない、公正に個別最適化された学びの実現を図

る。 

校務ネットワークシステムについては、学校での運用状況を把握し、情報セキュリテ

ィ対策等を踏まえた指導、支援を行うように努める。 

また、統合型校務支援ソフトを活用し、教職員の校務負担の低減及び校務情報に関わ

る人的ミスの削減を図る。 

■施策の取組状況 

① 児童・生徒１人１台のタブレット端末の整備を行った。 

② ＧＩＧＡスクール構想の土台となる小・中学校のネットワーク環境の整備、端末保

管用キャビネット（充電保管庫）の設置を行った。 

③ 児童・生徒１人１台のタブレット端末を活用した家庭学習について、インターネッ  

ト通信環境のない世帯に対する貸出用モバイルルーターを整備した。 

④ 統合型校務支援ソフト導入及び校務ネットワークシステムの更新を行った。 

 ⑤ 小・中学校で保護者から徴収する教材費等について、ゆうちょ銀行の自動払い込み

サービスを活用できる学納金システムを導入した。 

 ⑥ 教職員等が遵守すべき行為及び判断等の基準として、これまでの「東大和市立学校

における情報セキュリティに関する基準」を見直し、「東大和市教育情報セキュリティ

対策基準」の策定を行った。 

 

■今後の取組の方向性 

① １人１台タブレット端末の学習環境を最大限に活用し、誰一人取り残さない、公正

に個別最適化された学びを実現する。 

② 統合型校務支援ソフトを活用し、教員の働き方について一層の改善を図る。 

（教育指導課） 

 

（５）危機管理体制の充実  

災害や犯罪等の緊急時における児童・生徒の安全確保を徹底するため、校内の組織や

対応のあり方等の改善及び充実を図るとともに、家庭や地域と連携し、学校の危機管理

体制等の充実を図る。 

さらに、大地震などの災害時に対応するための防災教育の充実を図る。 

 

■施策の取組状況 

① 不審者情報の提供 

不審者事案発生時に、各学校から不審者情報を迅速に報告、周知させることによっ

て二次被害防止に努めた。通報者から連絡を受けた学校は、教育指導課に報告すると

ともに、プライバシー等に配慮しつつ市内全小・中学校、東大和警察署生活安全課等

に連絡し、教育指導課は教育委員会事務局各課に連絡するとともに防災安全課に情報

提供した。 

（教育指導課） 

 

② 自転車運転免許制度 

児童を交通事故から守り、安全に自転車を乗れるように、基本的な自転車の乗り方、
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交通ルールについての講習会・実技指導を警察、交通安全協会、保護者、関係機関の

協力を得て、小学校全校で行う。 

なお、令和２年度については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か

ら、９校が実施を自粛した。 

＜実績等＞ 実施校 １校 

ア 講習会（全児童を対象に講習及びぺーパーテスト）修了者に運転免許証及び反

射合格シールを配布 

イ 実技指導（３年生対象）               （単位：人） 

内 訳 参加者数 内 訳 参加者数 

教職員 ６ [ ５６] 警察署・駐在所 ２ [２１] 

児 童 １２４ [７５４] 交通安全協会 ４ [３９] 

ＰＴＡ・保護者 ０ [１２４] 教育委員会・土木課 ３ [２５] 

（教育総務課） 

③ スタントマンによる体験型自転車交通安全教室 

   新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

（土木課） 

④ 学童交通擁護ボランティアのボランティア保険への加入 

学期のはじめ等に、通学路で学童交通擁護ボランティア活動を行っている保護者の

万一の事故に備えるため、傷害補償と賠償責任補償が一体となったボランティア保険

に市の負担により加入した。 

＜実績等＞ 加入人数 ５６４人［６４２人］ 

（教育総務課） 

⑤ 学校防災マニュアルの改訂 

東日本大震災を教訓として一部改訂した学校防災マニュアルを活用し、防災教育の

あり方について各校で見直しを行った。 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

① 個人情報等の取り扱いに配慮しつつ、不審者情報の連絡体制を強化する。 

（教育指導課） 

② 交通事故を防止するため、引き続き、警察、交通安全協会、保護者、関係機関と連

携を図り、自転車の講習会・実技指導を行う。特に交差点の安全な渡り方や生活道路

での自転車の乗り方について、重点的な指導を行う。 

保護者に対しては、教育委員会だよりやパンフレットにより児童の交通安全につい

て、一層の啓発を図る。 

③ 交通事故の重大さや交通ルールの一層の理解を深めるため、交通事故の疑似体験を

取り入れた交通安全教室の実施について、担当の土木課に働きかけていく。 

④ 学童交通擁護ボランティア活動を行っている保護者が安心して活動できるよう引

き続きボランティア保険に市の負担により加入する。 

（教育総務課） 

⑤ 第一中学校の教育実践を市内全小・中学校に広げるとともに、学校防災マニュアル

を基に、義務教育９年間を見通した系統的防災教育計画を各中学校区で検討・作成し

ていく。 

（教育指導課） 
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（６）安全対策の推進  

児童・生徒を犯罪被害から守るため、保護者やＰＴＡ、ボランティア、関係機関等と

連携し、安全対策を実施する。 

 

■施策の取組状況 

 ① 学校安全ボランティア（スクールガード）のボランティア保険への加入 

   学校安全ボランティア（スクールガード）が通学路の見守りや地域のパトロールを

行う際の万一の事故に備え、傷害補償と賠償責任補償が一体になったボランティア保

険に市の負担により加入した。 

＜実績等＞ 加入人数 ４２人［４５人］ 

 ② 地域学校安全指導員（スクールガード・リーダー）による巡回指導 

   元小学校長１人をスクールガード・リーダーとして配置し、市内全小・中学校を巡

回して防犯面の取り組みを確認し、指導・助言を行った。 

＜実績等＞ 令和３年２月１６日、１８日、２５日 小学校１０校［１０校］ 

                        中学校 ５校［ ５校］ 

（教育総務課） 

 ③ セーフティ教室の実施 

全小・中学校において、児童・生徒が非行・犯罪被害に巻き込まれない力をつける

セーフティ教室を実施した。 

＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

非行防止１２回［１２回］ 犯罪被害防止１３回［１３回］ 

（教育指導課） 

④ 地域安全マップづくりの推進 

   児童が通学路における危険から身を守るための力を育めるよう、各小学校において、

親子通学路安全点検や授業の中で、地域安全マップづくりに取り組んだ。今年度は、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、取組を自粛する小学校があっ

た。 

＜実績等＞ 小学校６校［９校］ 

⑤ 防犯ブザーの貸与 

児童・生徒の登下校時の安全を図るため、新小学１年生に防犯ブザーを貸与した。 

＜実績等＞ ７４０個［７７０個］ 

 ⑥ 交通安全帽子（黄色）の配布 

   児童の登下校時の安全を図るため、新小学１年生に交通安全帽子（黄色）を配布し

た。 

＜実績等＞ ７３０個［８２０個］ 

⑦ 通学路における合同点検の実施 

小学校、保護者等、警察署、道路管理者及び教育委員会の５者で、通学路における

合同点検を実施した。今年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か

ら、小学校から提出された点検箇所において、５者揃って現場確認は行わず、対策内

容を検討した結果を踏まえて、関係者が各自で現場確認作業を行った。 

＜実績等＞ 令和３年３月末時点での実施状況 

点検箇所   ４１箇所［４１箇所］ 

（うち対策必要箇所） ３２箇所［３８箇所］ 

対策済み箇所 ２９箇所［３０箇所］ 

※対策済み箇所とは、対策必要箇所において対策が全て完了した箇所
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をいい、対策済みとなっていない箇所については、対策を検討中若

しくは対策を実施中であるが完了していない箇所をいう。 

 ⑧ 通学路防犯カメラの維持管理 

   東京都の補助金を活用して市内小学校全１０校の通学路に１校あたり５台設置し

た、防犯カメラ全５０台の維持管理に努める。 

 ⑨ スクールメールシステムの導入 

   子どもの安全安心を見守るという観点から、ＰＴＡ・保護者連絡会主導の下、ＩＣ

カードを活用した登下校メール配信システム（スクールメールシステム）を全ての小

学校において導入している。 

（教育総務課） 

 

■今後の取組の方向性 

 ① 学校安全ボランティア（スクールガード）がそれぞれの地域で無理なくパトロール

や見守り活動が続けられるよう、支援に努めていく。 

 ② 地域学校安全指導員（スクールガード・リーダー）を引き続き配置し、学校施設や

通学路等の点検を行っていく。 

（教育総務課） 

 ③④ 児童・生徒が非行・犯罪被害に巻き込まれない力を身に付けるため、セーフティ

教室の内容の充実や地域安全マップづくりの一層の支援に努める。 

（教育指導課）（教育総務課） 

 ⑤ 引き続き、新小学１年生に防犯ブザーの貸与を行う。 

 ⑥ 引き続き、新小学１年生に交通安全帽子（黄色）の配布を行う。 

 ⑦ 引き続き、通学路における合同点検を実施する。 

 ⑧ 引き続き、通学路防犯カメラの維持管理に努める。 

（教育総務課） 

 

（７）アレルギー疾患への対応  

アレルギー疾患に対応するため、「東大和市立小・中学校アレルギー疾患への対応マニ

ュアル」に基づき教員の共通理解を図り、定期的な校内研修や訓練を実施する。 

また、給食等の提供により発生するアナフィラキシーショック等、緊急時の対応とし

て、公立昭和病院及び災害医療センターとのホットラインを活用する。 

 

■施策の取組状況 

① 定期的な校内研修や訓練及びエピペン®の実技講習会を各学校で実施し、事故防止

の徹底に努めた。また、緊急時に迅速な対応を行えるよう、アナフィラキシー対応ホ

ットラインについて周知した。 

 ② 文部科学省が作成したアレルギー疾患に関連する資料を学校へ配布することによ

り、教員の共通理解及び周知を図った。 

 ③ アレルギー疾患の状況把握のため、新小学１年生は就学時健康診断時に、在校生は

学校において、調査を実施し状況把握に努めた。 

④ 令和３年度からの代替食の提供内容の一部変更に伴い、「東大和市立小・中学校アレ

ルギー疾患への対応マニュアル」を改訂した。 

 （教育総務課） 

⑤ 学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）を提出した児童・生徒の保護者と面談を

行い、個々のアレルギー情報把握に努め、アレルギー献立表等を提供した。また、ア
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レルギー情報提供依頼書が提出された場合も同様にアレルギー献立表等を提供した。 

     また、誤って摂取した場合、重篤な症状となるピーナッツ（落花生）、くるみ、カシ

ューナッツは引き続き学校給食で使用しなかった。また、アレルギー除去食について、

学校と協力して除去食を希望する児童・生徒の保護者等と面談を行った。 

⑥ 乳のアレルギー除去食対象者の中で希望者に対し、牛乳及びパンの代替食として豆

乳及び乳抜きパンを提供した。 

（給食課） 

 

■今後の取組の方向性 

 ①② 引き続き、各学校において定期的に校内研修等を実施し、また、最新の情報を学

校へ提供することにより、事故防止を図り、緊急時には、アナフィラキシー対応ホッ

トラインを活用していく。 

 ③ 引き続き、アレルギー疾患に関する調査を複数回実施し、状況把握に努める。 

（教育総務課） 

④ アレルギー除去食について、学校や関係機関及び調理配膳業務委託事業者との調整

を図り、引き続き安全・安心な学校給食の実施に努める。 

（給食課） 

 

Ⅲ 家庭、地域との連携 

 

１ 家庭との連携 

（１）教育相談体制等の充実  

子どもの社会的自立への支援を図るため、スクールカウンセラー・スクールソーシャ

ルワーカーの配置、さわやか教育相談室及びサポートルーム（適応指導教室）の活用、

学校への訪問指導・巡回相談等により、教育相談体制等の充実を図る。 

 

■施策の取組状況 

① 市内全小・中学校及びサポートルームにスクールカウンセラーを配置 

  市内全小学校１０校［１０校］・市内全中学校５校［５校］・サポートルームにス 

クールカウンセラーを配置し、いじめや不登校等の未然防止、改善及び学校内の教 

育相談等の充実を図った。 

＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］、中学校５校［５校］ 

② さわやか教育相談室及びサポートルーム（適応指導教室）、訪問相談の連携 

さわやか教育相談室、サポートルーム、訪問相談の連携を図り、いじめ、不登校等

課題のある児童・生徒への対応、学校への支援を行った。 

また、教育センター連絡会を開催し、連携を図った。 

＜実績等＞ 教育センター連絡会 年間２回［２回］ 

③ スクールカウンセラー等連絡協議会の実施 

スクールカウンセラー等連絡協議会を開催し、市内のスクールカウンセラー、さわ

やか教育相談室相談員、スクールソーシャルワーカー、サポートルーム指導員、子ど

も家庭支援センター職員等が一堂に会して、市内の教育相談に関する現状と課題につ

いて理解を深めた。 

＜実績等＞ 年間２回［２回］ 

（教育指導課） 
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■今後の取組の方向性 

 ①～③ 教育相談体制をより一層充実するため、スクールカウンセラーの活用を図ると

ともに、関係機関との連携を強化する。 

（教育指導課） 

 

（２）不登校対策の推進  

 

■施策の取組状況 

 ① 不登校対策事業の推進 

   市不登校対策事業を推進し、市内全体が欠席時受付対応や長期欠席児童・生徒の情

報共有などを実施することで、不登校児童生徒の減少を図った。 

＜実績等＞ 不登校の出現率 小学校 約０．９１％、中学校 約４．６８％ 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

 ① 不登校の未然防止及び初期段階や長期化している児童・生徒が主体的に社会的自立

や学校復帰に向かうことができるよう、欠席受付方法の工夫等を実施する。 

（教育指導課） 

 

２ 地域との連携 

（１）地域に開かれた学校運営の推進  

学校運営協議会（法定コミュニティ・スクール）を導入するとともに、学校運営連絡

協議会を更に活性化させ、保護者や地域住民、学識経験者等の参画を求め、学校経営計

画に基づく学校関係者評価の充実等、開かれた学校運営を一層推進する。 

 

■施策の取組状況 

① 学校運営連絡協議会の実施 

  学校運営連絡協議会を開催し、学校に対する理解と改善意見を受け、学校経営へ反

映させることができた。 

＜実績等＞ 小学校６校［１０校］、中学校３校［５校］ 

② 学校評価研修会の実施 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

③ 学校運営協議会（法定コミュニティ・スクール）の導入 

  地域住民や保護者等から構成する会議体である学校運営協議会を設置した。 

 ＜実績等＞ 小学校４校［０校］、中学校２校［０校］ 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

①② 学校評価を活用し開かれた学校づくりを一層進める。そのために、児童･生徒や保

護者等の授業評価を積極的に取り入れる。また、学校運営協議会制度（法定コミュニ

ティ・スクール）の推進を図る。 

（教育指導課） 
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（２）教育ボランティアの活用  

教育ボランティア等の学校外の人材を積極的に活用するなど、市民の教育参加の機会

を拡充する。 

 

■施策の取組状況 

① 教育ボランティアの活用 

教育指導課を拠点として教育ボランティアを登録し、各学校が必要に応じて活用で

きるように整備した。各校では、教科指導補助、部活動指導等で活用し、教育活動が

充実した。 

＜実績等＞ 教育ボランティアの登録数 １０７人［１３６人］ 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

① より多くの教育ボランティアを確保するために市ホームページや市報に募集案内

を掲載するとともに、各学校においてボランティアを活用できるように、近隣大学（明

星大学、国立音楽大学、白梅学園大学等）への募集を進める。また、今後も教科指導

補助等、学校の教育活動全般を視野に入れて活用を図っていく。 

（教育指導課） 

 

（３）郷土や伝統文化に関する教育の充実  

郷土に対する愛着や誇りを育むために、地域の人的・物的資源を積極的に活用するよ

うに、学校や地域に働きかける。また、小学校社会科副読本「わたしたちの東大和市」

及び指導資料「活用の手引き」を必要に応じて改訂する。 

日本の伝統文化や世界の多様な文化に対する理解を深め、自国や他国の文化を尊重す

る態度を育成し、国際社会で信頼される日本人を育てる教育を推進する。 

 

■施策の取組状況 

① 社会科副読本「わたしたちの東大和市」の配布 

    東大和市を理解するために、社会科副読本「わたしたちの東大和」を小学校３年生

に無償で配布した。 

＜実績等＞ 小学校１０校［１０校］ 

② 社会科副読本改訂委員会の開催 

    副読本をよりよいものに改訂するために、委員会を開催した。 

  ＜実績等＞ 年間１回［２回］ 

（教育指導課） 

 

■今後の取組の方向性 

①② 社会科副読本の一層の充実を図るため、次期学習指導要領に対応するための「わ

たしたちの東大和市」（改訂版）を作成するとともに、指導案例をまとめた指導展開

集を作成する。 

（教育指導課） 
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Ⅳ 生涯学習・生涯スポーツ推進事業 

 

１ 生涯学習の充実 

（１）生涯学習の推進  

平成２９年度から令和８年度までの１０年間を計画期間とした、「東大和市生涯学習・

生涯スポーツ推進計画」に基づき、生涯学習の諸事業を推進することで、市民の生涯学

習の振興を図る。 

 

■施策の取組状況 

 ① 社会教育委員会議 

   社会教育委員会議は、社会教育法第１５条の規定に基づき設置された機関で、社会

教育全般にわたる調査・研究・計画の立案を始め、教育委員会からの諮問に答えるた

め、会議を開催した。 

＜実績等＞ 年１１回[１１回] 

② ひがしやまと出前講座（多摩湖塾）の実施 

   令和２年度は、様々な市の事業について知りたいという希望が寄せられ、市民団体

等が自主的に行う学習会に市職員を講師として派遣した。 

 ＜実績等＞ 延べ３件［３件]、３５人［７０人］ 

③ 学びあいガイドの発行、東大和市生涯学習人材バンクの紹介 

生涯学習を推進するため、学びあいガイドを作成・発行した。 

また、学びあいガイド（行政による生涯学習案内）の中で、人材バンクの紹介をし

た。 

＜実績等＞ 学びあいガイド令和２年度版（市民による生涯学習案内） 

８００冊［１，０００冊］ 

学びあいガイド令和２年度版（行政による生涯学習案内） 

６００冊［５００冊］ 

学びあいガイド令和２年度版（小学生向け） 

４，７００部［４，８２５部］ 

④ 第５０回東大和市民文化祭 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止した。 

＜実績等＞ 中止［８，４０９人］ 

（社会教育課） 

 

■今後の取組の方向性 

① 平成２８年度に策定した「東大和市生涯学習・生涯スポーツ推進計画」に基づき、

本計画の基本理念である「豊かな人間性と文化をはぐくむまちづくり」の実現を目指

す。 

② 出前講座の各課メニューの充実や周知を図っていく。 

 ③ 学びあいガイドの発行や人材バンクについては、市報やチラシ等で広く市民に周知

し、市民の間に文化の普及及び向上を図り、また市民相互の交流も図る。 

 ④ 東大和市文化協会と連携し、東大和市民文化祭を実施していく。 

（社会教育課） 
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（２）生涯学習の支援  

自主的な活動を進めている社会教育関係団体などの関係機関と連携・協力を図るとと

もに、学びあいガイドや出前講座、人材バンク制度に関する情報発信等を行うことによ

り、市民の生涯学習を総合的に支援する。 

 

■施策の取組状況 

 ① 東大和市社会教育関係団体育成事業 

   市民の自主的な社会教育活動を促進することによって、東大和市の社会教育の発展

を図るため、東大和市社会教育関係団体連合体に対して、補助金の交付等の援助を行

った。 

＜実績等＞ ６団体 ２，１２６，６０６円［７団体３，４７５，３９８円］ 

② 東大和市生涯学習人材バンク 

   知識や技能を有する方々に人材バンクに事前に登録してもらい、指導者や講師を探

している市内サークル・団体や新たに活動を始めたい市民への活用を図った。また、

この制度を周知するため、登録者による体験講座を実施した。 

  ＜実績等＞ 体験講座  中央公民館で実施 

              ３日間１４講座 ７４人［３日間１２講座 ４１人］ 

        人材バンク 利用件数１件［０件］ 

延参加人数２人［０人］ 

（社会教育課） 

■今後の取組の方向性 

 ① 社会教育関係団体育成のため、補助金を交付していく。 

 ② 東大和市生涯学習人材バンクを周知するため、体験講座を実施していく。 

（社会教育課） 

 

（３）社会教育活動への支援  

郷土博物館、公民館、図書館の施設整備等に努めるとともに、学習の場の提供と交流  

の機会や情報の提供を充実させることで、市民の社会教育活動を支援する。 

 

■施策の取組状況 

 ① 公民館運営審議会 

公民館運営審議会は、社会教育法第２９条に基づいて設置された機関であり、中央

公民館長の諮問に応じ、公民館における各種事業の企画、実施について調査審議する

ことを目的とし開催した。 

＜実績等＞ 年７回［８回］ 

② 公民館の利用状況 

   社会教育機関として、社会教育法第２０条を目的とする利用及びその他の利用に供

することにより地域における市民の主体的な文化・学習活動の拠点として、また地域

づくりの拠点として、自主グループ活動等の推進に貢献した。 
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＜実績等＞  

 

内 

 

容 

 

開館 

日数 

（日） 

利用件数及び利用人数  

定期利

用グル

ープ数 

件 

一般 市役所 主 催 有 料 合 計 利用率 

人 

五

館

合

計 

1,265 

[1,407] 

9,464 

[13,861] 

323 

[842] 

475 

[971] 

166 

[220] 

10,428 

[15,894] 49.39％ 

[62.68%]  

398 

[446] 68,428 

[128,193] 

3,565 

[20,351] 

3,934 

[17,388] 

1,548 

[4,112] 

77,475 

[170,044] 

 ※定期利用グループ数は、令和３年３月現在。 

  

③ こうみんかんだより等の発行状況 

   公民館事業に関する情報提供及び利用グループ相互の情報交換の場として、さまざ

まな情報を提供した。こうみんかんだよりは主に新聞折込により、また各地区館だよ

りは配布ボランティア及び職員により各戸配布した。 

＜実績等＞   

名 称（発行館） 発行回数（発行月） 発行部数 

こうみんかんだより（五館合同） ６回（５、７、９、１１、１、３月） 180,000 部[180,000 部] 

中公タイムス（中央） ３回（６、１０、１月） 6,600 部[6,600 部] 

ハロー公民館（南街） ２回（１１、1月） 6,800 部[10,000 部] 

こんにちは狭山公民館（狭山） １回（９月） 1,500 部[4,500 部] 

あすなろだより（蔵敷） ３回（６、９、３月） 3,900 部[3,600 部] 

こだまの森（上北台） ３回（５、９、１月） 6,000 部[9,000 部] 

合  計  204,800 部[213,700 部] 
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 ④ 主催講座等の開催 

   子ども、青年、成人などを対象とする各種講座や地域課題・社会的な問題などを取

り上げた講座、さらには市民企画講座や保育付講座など、様々な主催講座等を開催す

ることにより、地域住民の学習ニーズに応えるとともに、自主グループづくりに努め

た。 

＜実績等＞                         （単位：回、人） 

 

⑤ 新型コロナウイルス感染症の感染予防対策の実施 

  新型コロナウイルス感染症の感染予防対策として、公民館利用者に対して事前の検

温・手洗い・マスクの着用・利用者同士の距離の確保・室内の換気・利用者名簿及び

利用点検票の作成等の徹底をお願いした。また、手指消毒液及び室内消毒液の設置、

学習室等の利用人数の制限を行った。 

⑥ 施設整備 

   中央公民館において非常用照明器具取替工事、高圧受電用区分開閉器取替工事、窓

枠修繕、トイレ排水つまり修繕、雨水排水管つまり修繕、昇降機修繕を実施した。狭

山公民館において外壁改修及び屋上防水等工事、自動ドア修繕、吸収式冷温水機断水

リレー交換、吸収式冷温水機電源配線交換、消防用設備修繕、カーテンレール修繕を

実施した。蔵敷公民館において通路誘導灯器具の交換修繕を実施した。 

（中央公民館） 

 ⑦ 図書館協議会 

   図書館協議会は、図書館法第１４条の規定に基づいて設置された機関で、図書館の

運営に関し館長の諮問に応ずるとともに、図書館の行う図書館奉仕につき、館長に対

して意見を述べることを目的とし開催した。 

＜実績等＞ 年３回（第３回図書館協議会は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

防止の観点から、書面開催とした。）［３回］ 

⑧ 施設整備 

中央図書館外壁等改修工事、高圧受電用区分開閉器取替工事、高圧受電用コンデン

サ取替工事及び冷温水発生器等改修工事を実施した。 

⑨ 図書館資料の充実 

   高度化、多様化する市民要望に応えるため、効率的な資料の収集に努めた。 
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＜実績等＞  

 中央図書館 桜が丘図書館 清原図書館 合  計 

購入

点数 

9,415 点  

 [9,575 点] 

  2,515 点  

[2,655 点] 

2,989 点  

[3,084 点] 

14,919 点  

[15,314 点] 

購入

金額 

23,497,682 円 

[23,400,137 円] 

4,825,490 円  

[4,903,174 円] 

6,013,272 円  

[6,014,778 円] 

34,336,444 円  

[34,318,089 円] 

 ⑩ 図書館と学校との連携 

  ア 図書館見学会 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、一部の見学会を中止と

した。 

    小学２・３年生を対象に図書館の存在を知ってもらい、本やおはなしの楽しさや、

図書館の利用方法を学んでもらった。 

＜実績等＞ 小学校３校［１０校］・７クラス［２９クラス］・１８７人［８７３人］ 

保育園・幼稚園年長組園児を対象に図書館の存在を知ってもらい、絵本やおはな

し会の楽しさを味わってもらった。 

＜実績等＞ ６園［１７園］・２２０人［６４２人］ 

イ 団体貸出・資料相談 

    「総合的な学習」や「調べ学習」などで子どもたちが調べものをする際に、学校

図書館では対応の難しい部分の援助を行った。 

＜実績等＞ 調べ学習の依頼 １２８件［１２１件］、５，０９５冊［７，０５１冊］ 

⑪ リクエストサービス 

   資料を貸出し中の利用者へは、貸出期限を厳守させ、次の利用者への速やかな提供

に努めた。また、市内他館が所蔵している資料は取り寄せ、所蔵していない資料は、

購入もしくは東京都立図書館や市外の図書館から借用・紹介して提供した。 

＜実績等＞ リクエストサービス受付数            （単位：件） 

中央図書館 桜が丘図書館 清原図書館 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 合 計 

１７，５８５ 

 [１０，０８１] 

６，２００ 

[５，６１６] 

７，００５ 

[６，８８３] 

６３，８７９ 

 [７０，３０１] 

９４，６６９ 

[９２，８８１] 

 

⑫ レファレンスサービス 

利用者から調査・研究などのための資料（情報）を求められたときに、検索の援助

や資料の提供を行った。 

  ＜実績等＞ 資料案内数                  （単位：件） 

中央図書館 桜が丘図書館 清原図書館 計 

１３，２５３ 

[２０，７７３] 

２，２８８ 

[３，６３３] 

３，５６５ 

[５，１７５] 

１９，１０６ 

[２９，５８１] 

 

⑬ 図書館の利用状況 

   東村山市立図書館、武蔵村山市立図書館及び立川市図書館との相互利用を継続した。 

   ※新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、令和２年３月５日から６月３

日まで臨時休館とした。 
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  ＜実績等＞ 貸出点数                   （単位：点） 

 令和２年度 平成３１年度 比較増減 

中央図書館 ３３４，０２７ ４２１，３５６ △８７，３２９ 

移動図書館 １，７１５ ３，３７８ △１，６６３ 

桜が丘図書館  ８７，８２３ １０３，７９０ △１５，９６７ 

清原図書館 ９５，１１４ １１５，７３６ △２０，６２２ 

合 計 ５１８，６７９ ６４４，２６０ △１２５，５８１ 

 

⑭ 「東大和市子ども読書活動推進計画」 

平成３０年３月に策定した「第二次東大和市子ども読書活動推進計画［平成３０年

度～平成３４年度］」に基づき、子どもの読書環境の向上に資する事業を実施した。 

（中央図書館） 

⑮ 郷土博物館協議会 

   郷土博物館協議会は、博物館法第２０条の規定に基づき設置された機関で、館長の

諮問に応ずるとともに、郷土博物館の運営に関する基本的な事項について調査審議す

ることを目的とし開催した。 

＜実績等＞ 年１回［１回］ 

⑯ 郷土博物館の常設展示及び企画展示 

  令和２年度の郷土博物館入館者数は、４０，８３１人［４５，５６１人］であった。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、臨時休館したことにより、平

成３１年度の開館日数は２７８日、令和２年度は２４９日となった。そのため、入館

者数は昨年度に比較して４，７３０人の減少となった。 

   市の歴史や民俗・自然を紹介する常設展示室を開室した。 

また、企画展示室では、５件の企画展示を開催した。「たのしい植物観察」（５月～

７月）、「フンチュウ・カブトムシ」（７月～９月）、「吉岡堅二没後３０年展 堅二と華

堂」（９月～１１月）、「ひなまつり」（令和３年２月～３月）、「道具今むかし」（令和３

年３月～５月）である。なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、

「たのしい植物観察」（令和２年３月～）は開催開始を延期とした。 

令和２年度は１０，９３７人［７，４６３人］の入場者があった。 

郷土博物館のロビーや２階廊下を使ったロビー展示は、「こいのぼりがいっぱい」

（５月 臨時休館中のため、屋外から見えるように展示）、「茶の道具」（５月 臨時休

館中のため、屋外から見えるように展示）、「狭山丘陵で学んだよ」（５月～７月 新型

コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、開催時期を変更して実施）、「部分

日食をみよう」（６月）、「多摩の戦跡パネル展」（８月）、「写真でみる東大和～うつり

かわるまちの風景」（１０月～１１月）、「スケッチ体験 旧吉岡家住宅を描く」（１０

月～１１月）、「おかえり はやぶさ２～再び宇宙へ～」（１２月）、「すこしむかしの道

具たち」（令和３年１月～３月）、「狭山丘陵で学んだよ」（令和３年３月～５月）を開

催した。 

 ⑰ 企画展示室の一般貸出 

   企画展示室の有効活用として、博物館主催の企画展示を実施していない期間につい

て貸出しを実施し、４団体の応募があった。そのうち、１団体は新型コロナウイルス

感染症の感染拡大防止の観点から、展示を中止した。 

 ⑱ 変電所の特別公開 

 旧日立航空機株式会社変電所では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観

点から、７月に公開を開始し、保存・改修工事がはじまる８月まで公開した。合計し
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て２３８人［５，７０９人］の入場者があった。 

 ⑲ プラネタリウムの投影 

   プラネタリウムでは、一般投影、特別投影、学習投影、幼児投影等を行い、１２，

３７４人［１５，５９３人］の入場があった。 

   一般投影では、「光よりも速く！」（春番組）、「ハナビリウム～花火ってなんである

の？」（夏番組・秋番組）、「クリスマスファンタジー」（１２月番組）、「冬の銀河の真

ん中に～いっかくじゅう座を知っていますか？～」（冬番組）、「タッチ・ザ・スター」

（春番組）を投影した。なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、

臨時休館となり、投影期間にも影響が出た。 

   特別投影は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、「中高生のプラ

ネタリウム発表会 ぼくらのプラネタリウム☆」のみを東大和市公式動画チャンネルに

より発表し、その他の投影は中止とした。 

学習投影は、学校教育の一環として、各校の希望に応じて、担当職員が解説するも

ので、市内各小学校の利用のほか、市外の小学校の利用もあり全体で２３団体［３６

団体］、１，１９５人［２，４０５人］の観覧者があった。 

   幼児投影は、簡単な星の解説と「みみずく探査機ほうほうの旅」を投影した。市内

外の幼稚園、保育園などから観覧があり、１８団体［３８団体］、６７３人［１，７６

３人］であった。 

⑳ 郷土博物館の教育普及活動 

   「自然観察会」（バードウォッチングや野草教室、空堀川の鳥たちなど）は１１回実

施する予定であったが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から３回、

中止、また雨天のため１回中止とし、残り７回［１１回］は実施し、２００人［２９

１人］の参加があった。 

   「ちいさな自然観察会～狭山緑地自然ガイド」は４８回［３９回］開催し、２４５

人［２４３人］の参加があった。  

   「星空観察会」は３回［４回］計画し（１回は新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止の観点から、中止）、５４人［１１２人］の参加があった。 

   「昼間の星の観察会」は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中

止とした。 

その他の博物館講座として、「星座グッズを作ろう グラスでアート」、「展示解説」、

「ワークショップ ハープでたのしもう」、「天文講演会 花火って、どうやってでき

るの？」、「はたおりたいけん」、「こども工作 ぼくのわたしのおひなさま」、「手芸講

座 おひなさまを作ろう！」等を実施した。 

  狭山丘陵市民大学は、武蔵村山市立歴史民俗資料館、東村山ふるさと歴史館、瑞穂 

町郷土資料館と共催しているが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か 

ら、中止とした。 

㉑ 学校教育と郷土博物館との連携 

   学校教育の一環として、２校［１０校]から郷土博物館常設展示室の見学があり、担

当職員が説明を行った。新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、学校

から郷土博物館へ来館することが困難になったため、来校数は減少している。 

   講師派遣及び出張授業として、職員が各学校や市立狭山緑地等に出向き、自然、天

文、歴史の学習を援助した。武蔵村山市の小学校を含め、年間を通じて４８回［９０

回］行った。 

  第一中学校敷地内に設置している生活文化財保存庫には、昨年度は３校から見学があ 

ったが、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、学校の外に出ることが 

困難となり見学した学校はなかった。 
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㉒ その他の講師派遣 

教員研修等１件［６件］に職員を派遣した。 

㉓ 博物館活動のＰＲ 

博物館だより「光と風」を年４回［４回］（第１０４号～第１０７号）、「星だよ

り」を毎月１２回、自然観察シート（№２３７～２４４）を発行した。 

（社会教育課） 

 

■今後の取組の方向性 

 ① 引き続き、公民館運営審議会の意見を聞きながら、市民のニーズを調査把握し主催

事業をはじめとする公民館運営に反映できるよう努めていく。また、知識の高揚を図

るため、研修などに積極的に参加できる機会の提供に努めていく。 

 ② 地域における市民の主体的な文化・学習活動の拠点として、また地域づくりの拠点

として、さらには出会いとふれあいの場である地域ネットワークの核となるよう自主

グループ活動等の推進に努めていく。 

 ③ より多くの市民に公民館を知っていただくとともに、利用していただけるよう、さ

らなるＰＲに努めていく。また、配布ボランティア及び職員の各戸配布による各地区

館だよりの配布は、地域住民とのコミュニケーションの場としても重要であることか

ら、今後も継続して実施していく。 

 ④ 引き続き、子ども、青年、成人、高齢者などを対象とする各種講座や地域問題・社

会的問題などを取り上げた講座、さらには市民企画講座や保育付講座など、様々な主

催講座を開催することにより、地域住民の学習ニーズに応えるとともに、自主グルー

プづくりに努めていく。 

⑤ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止し、安心して公民館を利用していただ

けるよう館内の整備、利用者の皆様への呼びかけを今後も継続して実施していく。 

⑥ 令和３年度に狭山公民館の冷暖房機更新工事を実施する。 

（中央公民館） 

 ⑦ 引き続き、図書館協議会に対して図書館奉仕について意見を求め、市民により利用

される図書館運営に努めていく。 

 ⑧ 令和４年４月１日から地区図書館へ指定管理者制度を導入し、中央図書館と連携を

図りながら、開館日及び開館時間等の拡大等による図書館利用者へのサービスの向上

に努めていく。 

⑨ 選書に当たっては、利用者の要求及び蔵書の内容、予算等を勘案しつつ、日常的に

東大和市立図書館の蔵書に厚みと広がりを加えていく視点が必要である。 

   さらに、さまざまな年齢、職業、思想及び信条の利用者の要求に応えられるよう、

あらゆる分野の資料を収集するように努めていく。 

学校と連携を図り「総合的な学習」や「調べ学習」など学校図書館では足りない部

分の援助を引き続き行っていく。また、読書旬間等の行事へも引き続き協力していく。 

⑩ 引き続き、資料購入費の確保や他の図書館との連携を図っていき、利用者の求める

資料を迅速かつ的確に提供する。予約待ち人数の多い資料は、「人気の本」のチラシを

掲示して資料の寄贈を呼びかける。リクエストサービス制度を知らない利用者にホー

ムページや図書館だよりなどを通してその内容を周知する。 

⑪ 利用者からの幅広い調査依頼に迅速、的確に対応するためにレファレンス資料の充

実に努めるとともにそれらを使いこなすためのスキルアップ研修を行う。 

⑫ 引き続き、東村山市立図書館、武蔵村山市立図書館及び立川市図書館との相互利用

を継続し、図書館利用者の利便性を図る。 

⑬ 「第二次東大和市子ども読書活動推進計画」に基づき子どもの読書活動を支援し推
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進していく。 

（中央図書館） 

⑭ 引き続き、郷土博物館協議会に対して運営に関する基本的な事項について意見を求

め、さらに魅力ある郷土博物館を目指していく。 

⑮ 郷土博物館は、平成６年４月の開館から２７年が経過し、学校との連携は当館の特

長的な活動といえる。一方で常設展示室の展示情報が古くなり、展示機器が故障する

などして学習に耐えられない状況もあるため、限られた予算のなかで工夫をしながら

改修や他の展示媒体への変更を計画していく。 

 ⑯ 旧日立航空機株式会社変電所は、平成７年の文化財指定に際して修復工事を施した

が、コンクリート建造物の特徴である劣化が徐々に進行していた。そこで、令和２年

度から３年度にかけて、保存・改修工事を行った。このことにより、２階部分も含め

て公開し、一層の平和学習に寄与できるよう展示内容等も含めて充実させていく。 

 ⑰ プラネタリウムは、郷土博物館の集客実績の根幹をなしている。新たなＰＲ方法の

模索や投影番組の選定についてさらに検討を重ね、一層の集客に努めていく。 

⑱ 郷土博物館周辺の自然環境や収蔵資料、市内外に存する文化財やそのデータはもと

より、プラネタリウムを有効に活用した教育普及活動を実施してきた。今後もさらに

充実していく。 

講座等は、市民の多様な学習要求に応えるため、自然、郷土史、民俗、天文等の各

分野にわたる学習の機会を設けた。今後もその均衡を保ち、さらに充実するよう努め

ていく。 

⑲ 小学校への職員派遣はもとより、小・中学校の教員研修の要請に応え、講師派遣を

行うと共に、その他諸団体の要請に基づき職員を派遣する。 

⑳ より多くの市民の方々に郷土博物館の活動を周知し、利用の促進を図るため、さら

なるＰＲに努めていく。 

（社会教育課） 

 

２ 市民文化の振興 

（１）郷土文化財の保存・継承と文化施設の整備  

郷土文化財の保存・継承と文化施設の整備を一層進める。 

 

■施策の取組状況 

旧吉岡家住宅の整備と、旧日立航空機株式会社変電所の公開を行った。 

① 旧吉岡家住宅の公開 

  春（５月２９日～３１日）は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か

ら、中止とした。秋は、１０月３０日～１１月１日に公開し、同時に文化財ガイドや

郷土博物館の企画展示「吉岡堅二没後３０年展 堅二と華堂」を合わせて見ていただ

けるようにシャトルバスの運行を行った。その結果、５３０人［８４５人］の来園が

あった。 

② 旧日立航空機株式会社変電所の公開 

  平成２８年４月から毎月第２日曜日を定例として、文化財ボランティアとともに公

開している。令和３年度は、４月から６月までは新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止の観点から、中止とし、７月及び８月に公開を行った。９月からは保存・改修

工事の着工により公開を休止した。その結果、８回［３７回］の公開を行った。 

（社会教育課） 

③ 地域の戦争・平和学習及び広島派遣事業では、東村山市と共同して、両市の小学校
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５・６年生から中学校１～３年生まで２０人（各市１０人ずつ）を対象に、両市の戦

争の歴史を学び、さらに原爆が投下された広島市へ派遣を予定していたが、新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止した。 

   また、平和文集（５００部）を発行し、市内小学生を含む５５人から原稿が寄稿さ

れた。 

   平和市民のつどいは、戦争の爪痕が残る旧日立航空機株式会社変電所が建っている

東大和南公園平和広場にて開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止の観点から、同公園での催し物は行わず、東大和市公式動画チャンネルで、

旧日立航空機株式会社変電所の紹介、市民からの平和メッセージ等の内容を含む第１

６回平和市民のつどい（YouTube 版）を配信した。 

（社会教育課） 

 

■今後の取組の方向性 

① 旧吉岡家住宅の公開は、郷土博物館での吉岡堅二企画展の開催や、他のイベントと

のタイアップをさらに進め、市内外に話題を提供できるよう取り組んでいく。 

② 旧日立航空機株式会社変電所の公開を再開する。 

③ 平和意識を次代につなげていくため、引き続き学校との連携を図り、児童・生徒へ

の平和事業参加への働きかけを積極的に行っていく。 

（社会教育課） 

 

３ スポーツ・レクリエーションの推進 

（１）スポーツの振興  

東大和市生涯学習・生涯スポーツ推進計画に基づき、スポーツの振興、健康・体力づ

くりを積極的に進める。 

 

■施策の取組状況 

① スポーツ推進計画の策定 

スポーツ基本法でうたう地方スポーツ推進計画として、「東大和市生涯学習・生涯ス

ポーツ推進計画」を平成２８年度に策定し、毎年進捗状況の確認を行っている。 

② スポーツ施設の整備 

指定管理者と調整を行い、各体育施設の修繕等を行い、良好なスポーツ環境の整備

に努めた。 

③ スポーツ推進委員 

スポーツ基本法第３２条に基づき委嘱されたスポーツ推進委員は、当市のスポーツ

推進のため、スポーツの実技指導その他スポーツに関する指導及び助言を行うことを

目的に活動した。 

＜実績等＞ スポーツ推進委員 

定例会      ９回［１１回］ 

  各種スポーツ大会等 ０回［５回］ 

④ スポーツ指導者の育成 

   地域のスポーツ実技の指導やスポーツ活動促進のための組織の育成等を行ってい

るスポーツ推進委員を各種研修会に派遣し、知識や技術の習得を図った。 

  ＜実績等＞ 講演会派遣  ４回［３回］、技術講習会  ０回［４回］ 
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⑤ 障害者スポーツへの取組み 

   スポーツ推進委員、地域スポーツクラブ「はぴねすまいる」のほか、関係団体とと

もに、障害者がスポーツに親しめる環境づくりに取り組んできたが、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大防止の観点から令和２年度は具体的な取組みができなかった。 

（社会教育課） 

 

■今後の取組の方向性 

 ① 「東大和市生涯学習・生涯スポーツ推進計画」に基づき、スポーツの振興に努める。 

 ② スポーツ推進のため、スポーツ推進委員によるスポーツの実技指導等を積極的に実

施する。 

 ③ 引き続き、地域のスポーツ指導者であるスポーツ推進委員を各種研修会に派遣し、

知識や技術力の向上を図る。 

   また、各種団体やグループの自主的なスポーツ・レクリエーション活動を推進する

ため指導者の育成は重要と考えられるので、東京都体育協会等が実施している指導者

育成講習会等の情報提供体制を整備する。 

 ④ 平成２４年度に設立された地域スポーツクラブは地域住民が運営主体となって活

動していくものであり、地域のスポーツ振興に寄与する団体のため引き続き支援を行

う。 

（社会教育課） 

 

（２）施設の利用促進  

既存の社会教育施設（公民館等）、社会体育施設（市民体育館等）、の利用促進を図る

だけでなく、学校教育施設（校庭、体育館等）、自治大学校グラウンド、警視庁グラウン

ドその他民間施設等の有効活用を図ることにより、文化・スポーツ活動の場の確保に努

める。 

 

■施策の取組状況 

 ① 学校体育施設の利用促進 

   各小・中学校に世話人を配置し、毎月打合せ会を開催して各使用団体間で調整の上、

使用申込みの取りまとめを行った。 

   また、打合せ会で予約の入らなかった日については毎月２４日（日・祝日の場合は

翌日）から、先着順により貸出しを行った。 

   新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、４月１日から６月１２日ま

では使用を中止し、令和３年１月８日から３月３１日までは夜間使用の制限を行った。 

   体育館改修工事により、小学校は７月１８日から９月３０日（一部の小学校は１２

月末まで）まで、中学校は６月２７日から９月３０日まで使用中止とした。 

区  分 校  庭 体 育 館 

小 学 校 
１，７１６件  

[１，９４５件] 

８５５件 

[２，８８５件] 

中 学 校 
２０件  

[４４件] 

４９６件 

[１，６６３件] 

 

② 体育施設の利用促進 

   使用日の属する月の２か月前の月の１５日から２５日の間に抽選予約の受付、その

後使用月の属する月の１か月前の５日（日・祝日の場合は翌日）から一般受付を行い、
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体育施設の利用促進を図った。また、市民体育館では、利用割当を設定し、団体及び

個人への貸出しを行った。 

   東大和市ロンドみんなのプールは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観

点から中止した。 

 

＜実績等＞  

区   分 個 人 団 体 計 

東大和市ロンドみんなの

体育館 

３９，２４１件  

［６６，１８０件] 

４，３５４件  

［５，２８４件] 

４３，５９５件  

[７１，４６４件] 

東大和市ロンドテニス 

スクエア 

７，０７１件  

[７，２９８件] 
― 

７，０７１件  

［７，２９８件] 

東大和市ロンド上仲原 

野球場 
― 

６０７件 

    [６６１件] 

６０７件 

     [６６１件] 

東大和市ロンド桜が丘 

フィールド 
― 

１，６３１件  

[１，８７５件] 

１，６３１件  

[１，８７５件] 

東大和市ロンドみんなの

プール 

中止 

[４５，３３０件] 
― 

中止 

[４５，３３０件] 

 

③ 体育施設を利用したスポーツ活動の場の提供 

   社会体育施設を利用した大会及び教室を予定したが、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大防止の観点から、中止した。 

＜実績等＞  

名    称 期 日 参 加 者 対 象 者 

ニュースポーツで遊

ぼう！ 
令和２年９月５日（土） 中止[２４人] 

小学生とその

保護者 

車いすバスケットボ

ール大会 
未定のまま中止が決定した。 中止[７７人] 市民 

第５０回ふれあい市

民運動会 
令和２年９月２７日（日） 中止[中止] 市民 

 

 ④ 上仲原公園野球場個人無料開放 

   特色ある公園整備基本方針の一環として、子どもたちが気軽にボール遊びに親しめ

る場所として、東大和市上仲原公園野球場（陸上競技場を含む）の個人無料開放を実

施した。 

   ７月、８月、１月、２月を除く、毎週木曜日に年間２２日間実施し、５月は新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、中止とした。 

 

＜実績等＞ 

開放回数 
年間利用者数（延べ人数） 

大人 高校生 中学生 小学生 未就学児 合計 

２２回 

［３０回］ 

９６人 

［５３人］ 

９人 

［９人］ 

３４人 

［２２人］ 

１３５人 

［２５２人］ 

１０６人 

［２４人］ 

３８０人 

［３６０人］ 

（社会教育課） 
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■今後の取組の方向性 

 ① 地域における身近で親しみやすいスポーツ活動の場である学校体育施設の開放に

ついては、引き続き利用の促進を図る。 

② 令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの５年間の体育施設等指定管理者

（第３期）の指定に当たり、事業者選定、仮基本協定締結等の事務を進め、令和２年

３月２３日付けで基本協定を締結した。これまでと同様に指定管理者との連携を図り、

市民スポーツの振興、健康・体力づくりを推進するため、東大和市ロンドみんなの体

育館（市民体育館）等の体育施設の利用ニーズに合わせて、定期的な見直しを行い、

利便性の高い体育施設となるよう努める。 

 ③ 児童・青少年にとってスポーツ活動に親しむことは、心身の健全な発達を図るうえ

で大きな役割を果たすとともに、生涯にわたってスポーツに親しむ基礎を培うという

重要な意義を有していることから、引き続き児童や青少年を対象とした教室や大会等

を指定管理者と連携を図り実施する。 

   また、対象者のニーズに合った種目や実施日時等の再検討を行い、一人でも多くの

参加を促すことが必要である。 

（社会教育課） 

 

（３）児童・生徒の各種行事への参加の推進  

児童・生徒がより一層社会教育事業に参加できるよう、学校との連携を推進していく。 

 

■施策の取組状況 

① 第５０回ふれあい市民運動会、第５５回東大和市ロードレース大会及び第３１回多

摩湖駅伝大会については、いずれも年度当初において新型コロナウイルス感染症対策

を講じた上で開催することを検討していたが、同ウイルスの感染拡大防止の観点から、

中止とした。 

（社会教育課） 

■今後の取組の方向性 

① 児童・生徒がより一層社会教育事業に参加できるよう、引き続き学校との連携を図

る中で、児童・生徒への働きかけを積極的に行っていく。 

（社会教育課） 
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第４章 点検及び評価に関する有識者からの意見について 

 

聖徳大学兼任講師  廣嶋 憲一郎 

 

 

 点検及び評価の対象とした令和２年度の施策は、新型コロナウイルス感染症の影

響下で、学校教育、社会教育共にいくつかの施策が中断や中止を余儀なくされてい

る。こうした中にあっても、学校における子供の学びや社会教育における市民の学

びを止めることなく前進させてきたことに敬意を表し、施策の実行を評価したい。 

学校教育においては、子供の学びの場の確保を最優先に、各学校にガイドライン

を示し、学力保証、心と体の健康、人格形成等に資する各学校の創意・工夫を促し

ている。また、教育委員会においては、日常的で緊密な連携・協力により学校を支

えてきたことが伺える。 

 

新規事業となった「東大和市ＧＩＧＡスクール構想」では、児童・生徒１人１台

のタブレット端末を最大限に活用し、誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化

された学びの実現を目指している。同時に、家庭学習でのタブレット端末の活用に

対するインターネット環境への支援や情報セキュリティ対策にも万全を期してい

る。 

新型コロナウイルス感染症により、学校が休校になったり行事が中止になったり

したことにより、改めて学校教育の意義や役割が見直されているのではないだろう

か。子どもたちにとっては、友達や教師と関わる場があることが、心の拠り所であ

り生きがいであることが、社会全体に認識されたように思う。 

 

社会教育においては、学校教育以上に多くの施策が中止や中断を余儀なくされて

いる。図書館、公民館、博物館などが３か月ほど閉館された。主要な行事も幾つか

中止になっている。各施設の年間利用者数も軒並み減少しているが、開館時の一日

あたりの利用者はむしろ増加の傾向にある。このことは、市民の社会教育に対する

期待の表れであると考えることができよう。学校教育同様、市民が望んでいる学び

の場を保証していくことが、これからも求められる。 

本年度の「点検及び評価に関する説明会」では、社会教育施設である「旧日立航

空機株式会社変電所」を訪問した。戦災建造物として、東大和市指定文化財となっ

ている施設である。職員の方の熱心な説明を拝聴し、戦争の悲惨さと平和の尊さを

改めて感じると共に、本市がこのような遺構を保存し公開していることに敬意を表

したい。 

 

感染症の収束が、いまだ見いだせない状況である。教育においては、当たり前を

当たり前に続けること、いざという時の備えを怠らないようにすることが極めて大

切である。今回の経験を糧にして、これからも、子供や市民の学びを止めない教育

委員会の一層の努力を期待したい。 
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元都立高等学校長  外池 武嗣（市民公募） 

 

 

東大和市教育委員会の事務管理執行状況の点検評価について、注目したい点を取

り上げて記述してみたい。そして、教育行政が学校、保護者、一般市民から一層信

頼されるよう施策推進に役立ててほしい。 

 

１ 共に学び合い活動し合う意義を見据え、工夫や知恵を生かす 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大は市民生活に自粛、制約、３密回避など大

きな影響をもたらしてきた。実際に学校では多くの行事が中止、延期となり、例え

ば中学生の修学旅行や職場体験の中止は生徒に落胆や不安を生じさせた。学校では

生徒や家庭の不安を取り除くために分散登校、行事の形態を変える等の工夫を懸命

に図ってきた。 

社会教育・生涯学習の領域でも報告書では「新型コロナウイルス感染症の感染拡

大のため」の記述が多くみられ活動が明らかに減少・縮小した。毎年盛況な市民文

化祭、公民館での講演会・研修会、趣味や学びのグループの発表会も中止が多く見

られた。そのような中でも図書館や公民館など社会教育施設は館内の消毒を徹底し、

密を避けるなど感染防止に細心の注意をはらい対応してきている。 

今回の感染拡大を危機管理、生活を守り考え方を変える契機ととらえ、この経験

を今後に生かし、前向きにプラス思考でとらえていきたいものである。 

 

２ 学校教育における基本方針の徹底と将来への確かな期待 

報告書では教育委員会は年間を通してきめ細かく丁寧に審議している様子がわ

かる。委員の学校訪問は多くが中止だったが、学校との書面でのやり取りや情報収

集は的確に行われている。学校教育施策の基本方針２では確かな学力、個性と創造

力の伸長、主体的な学習があげられ教育の基本がきちんと押さえられている。 

学習の本質を見極め、小中一貫教育や将来への展望を縦軸とすると、横軸として

コミュニティスクール化や地域の教育力の導入・連携が位置付けられる。このこと

からも組織化、構造化への構想が認められる。実際に各小・中学校のホームぺージ

を見ると、特色ある教育目標や経営方針が明確に示されている点も評価したい。 

教育委員会だよりや教育長日記からも力強い支援がうかがえる。 

 

３ 旧日立航空機株式会社変電所公開と平和への願い 

空襲で奇跡的に残り、「西の原爆ドーム、東の変電所」といわれ、戦争の悲惨さ、

恐怖の痕跡を残す貴重な建物が都立公園の一角に残存している。保存は地域住民や

かつての従業員の保存運動や花壇を育てるボランティアによる力が大きい点に注

目したい。このたび改修が進み展示内容も充実し、児童・生徒には平和教育のシン

ボル、郷土の誇りとして心に刻ませたい。熱心なボランンティアによる説明、２階

の配電設備、スクリーンの記録映像も印象的で心に残る。平和の大切さを守り伝え、

市民の意識の醸成、啓発を図っていきたいものである。 
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４ 注目したい施策項目と一言コメント 

【協力指導員の配置】 小・中学校の学力向上を図るため同一教室で教員と協力

して指導し、個に応じた指導の充実の一方法として評価したい。今後はできれば対

象学年を広げていきたいところである。またＡＬＴ（外国人講師）の派遣は中学校

を中心に大幅に伸び、前年と比較して回数が３倍に増加している。 

【特別支援教育の理解啓発】 武蔵村山市、都立の特別支援学校と連携し共催で

講演会を開催していることを評価したい。また、保護者向けに啓発パンフレットを

配布し、多様化する特別支援教育への理解啓発を図っている。 

【食育のＤＶＤの新たな作成】 従来から市の給食・食育指導は評価されてきた

が、本年、新たにＤＶＤを作成し、貸し出しを行っている。 

【生涯学習人材バンクによる体験講座】 知識や技能を有する方々に登録しても

らい、公民館で一般市民を対象に体験講座を開催している。前年度に比較して回数、

参加者が大幅に増加し、市民の学びや活動への関心の高さがうかがわれる。                    

【図書館選書の資料収集】 報告書によると利用者の要求に応えて、あらゆる分

野の資料を収集するよう努めるとある。しかし、予算も限りがあり、年度ごとに今

日的課題（例えばシニア、感染症、人権、男女共同参画、宇宙科学、不登校など）

を重点的に求め整備していくのも一方法と考える。 
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元公立小学校長  和田 哲雄（市民公募） 

 

 

令和２年は、日本はもとより世界中が新型コロナウイルス感染症問題で、右往左往し始

めた年、言わば実質上のコロナ元年に相当する年でした。 

今回の「点検及び評価に関する説明会」において、真如教育長から「校長先生達に新

型コロナウイルス感染症への対応をヒアリングしたら、当方が考え付かないようなことまで

色々と実践されており、目に見えない所での努力と工夫に対して、大変ありがたく思いま

した。」といった趣旨のお話がありました。 

この話を聞かせていただき、「困難な時こそ団結力と底力を発揮する日本人のメンタリ

ティーは、東大和市学校現場でも健在なり。」と大いに嬉しく思った次第でした。説明を聴

き、報告書を読めば、学校のみならず教育委員会や社会教育各施設等の関係各位も、

懸命に頑張っておられる様子がうかがえ、感激いたしました。 

 

１ 算数・数学における習熟度別少人数学習 

 義務教育の大きな使命の一つとして、「伸びる子はより伸ばし、つまずいている子はつ

まずかないようにする」全方位型教育の実践が挙げられます。特に小学校の算数でつま

ずいた子は、それ以降の理数系全教科の理解が困難になりがちです。 

 東大和市は、市独自の予算で「少人数学習指導員」を小・中学校に配置し、算数・数学

の時間に習熟度別少人数学習を実践されており、高く評価します。 

 

２ 家庭学習の手引書、配布対象学年を拡大 

 学力向上のための三大要件は、わかりやすい授業、児童・生徒が授業に集中しやすい

環境整備、家庭学習、と言われています。 

 このうち家庭学習については、従来から市教委では、小・中学校の１年生の保護者向け

に「家庭学習の手引き書」を配布してきました。 

 令和２年４月から、従来の２種類に小学校中学年用と高学年用を加え、４種類に拡大の

上、配布するようになりました。 

これは、子ども達の発達段階に応じて、よりキメの細かい手引書作成の必要性を判断

した市教委独自の取組です。  

 時あたかも新型コロナウイルス感染症のまん延で、臨時休校を余儀なくされた年度でも

あり、タイムリーな対応を嬉しく思います。 

 

３ 総力戦で臨む「読み聞かせ活動」 

読書は、思考力・理解力を高めるだけでなく、豊かな感受性・他者への共感性・物事へ

の好奇心・チャレンジ精神等々を育てるのに大変効果的なツールですが、残念なことに、

日本の青少年の読書時間が、OECD加盟国中最低レベルと指摘されて久しく経ちます。 

東大和市では、読書好きの子どもを育成する取組として、地域ボランティアや保護者ボ

ランティアによる、図書館・小学校・保育園・児童館・学童保育所等での読み聞かせ活動

が積極的に行われています。 
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新型コロナウイルス感染症の影響で、保護者による小学校での読み聞かせ活動がまま

ならない時も、小学校で教員・学校図書館指導員・図書館職員による読み聞かせが実施

されました。総力戦で臨む「読み聞かせ活動」に深く敬意を表します。 

 

４ いじめ問題 

 いじめは卑怯な犯罪で、卑劣な人権侵害です。近年のいじめは、ネットやラインでの陰

湿な誹謗中傷や仲間外れ等、教師や保護者に見え難い場所でのいじめが主流である点

が特徴です。いじめを苦に自殺する子のニュースに接する度に、何とか防げなかったもの

かと悲しくなります。 

「アンテナは高く、センサーは鋭く、対応は果敢に」、ちょっとした変化も見逃さない、教

師の鋭い洞察力と感性、並びに行動力がますます重要性を増しています。 

また、アンケートの頻度 UP とアンケートの質の向上、そして何よりも、常日頃からの児

童・生徒への積極的な関わりと教師への信頼が必須となってきます。 

学校も市教委も懸命に努力されていることは重々理解していますが、重大事案未然防

止の観点から、一層の工夫と行動を敢えてお願いする次第です。 

 

５ 社会教育 

 令和２年度は、新型コロナウイルス感染症まん延の中で、多くの社会教育関係の行事

や活動が中止に追い込まれた年度でした。 

しかし、そうした中でも、郷土博物館の来館者数や図書館での本の貸出数の減少率は

意外なほど少なく、市民の日頃からの信頼感の高さが窺えました。 

 「三密」を避ける工夫をしつつ、市民の要望に応えようと様々な努力をされている社会教

育関係者に敬意を表します。 

 

（まとめ／情報の共有化と横展開によるシナジー効果拡大） 

  第一中学校で作成した「学校防災マニュアル」を基に、義務教育９年間を見通した系

統的防災教育計画を樹立すべく、市内の全小・中学校に情報を横展開し、活用しようとさ

れている試みは、極めて有意義で効果的な取組です。 

東大和市教育の大きな特長は、連携と実践にあると認識しています。 

第一中学校の事例は、その一例だと思います。 

一組織の創意工夫を組織全体に相互に取り込んで、更に全体としてより良いものに改

善していく、このようなシナジー効果を活用した東大和市教育の取組はすばらしく、今後

の更なる実践を大いに期待しています。 
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【資 料】 

 

 

   東大和市教育委員会の権限に属する事務の管理執行状況の点検及び評価 

実施要綱 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律

第１６２号）第２６条の規定に基づき、東大和市教育委員会（以下「委員会」と

いう。）が行うその権限に属する事務（東大和市教育委員会教育長に対する事務

委任等に関する規則（平成２０年教委規則第７号）に基づき教育長に委任した事

務その他教育長の権限に属する事務を含む。）の管理及び執行の状況の点検及び

評価（以下「点検及び評価」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるもの

とする。 

 （点検及び評価の対象） 

第２条 点検及び評価の対象は、毎年度委員会が策定する基本方針に基づく主要な

施策（以下「主要施策」という。）とする。 

 （点検及び評価の実施） 

第３条 委員会は、点検及び評価を毎年度１回実施するものとする。 

２ 点検及び評価は、前年度の主要施策の取組状況を確認し、その成果を取りまと

め、主要施策の課題及び今後の方向性を示すものとする。 

３ 点検及び評価の実施に当たっては、教育に関する学識経験を有する者から意見

を聴取するものとする。 

 （点検及び評価の報告書の作成等） 

第４条 委員会は、点検及び評価の結果に関する報告書を作成するものとする。 

２ 委員会は、前項に規定する報告書を議会に提出するとともに、公表するものと

する。 

 （委任） 

第５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、教育長が定める。 

   附 則 

 この訓令は、平成２０年１２月２５日から施行する。 
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